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Ⅰ　はじめに
民法34条は，「法人は，法令の規定に従い，定款その他の基本約款で定められた
目的の範囲内において，権利を有し，義務を負う。」と規定する。この民法34条は，
ドイツ法やフランス法の影響を受けた条文でなく，起草委員の穂積陳重が英国に留
学した影響もあり，英米法のUltra Vires理論を持ち込んだものとされる。
（１）
ところが，我が国では昭和40年に竹内昭夫教授が「会社法における Ultra Vires
の原則はどのようにして廃棄すべきか」という論文をだされ，「『歴史的にいっても
何らの根拠もなく，ただ誤解によって法の世界へ入って来て，100年近くもの間実
業家と法律家を疫病のように悩ませて来た不名誉な法律制度を除去する』ことが必
要である。そして理論的にいえば，恐らく公益法人についても目的による能力制限
の原則を廃棄してよいのではないかと考える。」と述べ，「ultra viresの原則は，現
在では裁判所に無意味な裁判を強いる夾雑物でしかない」から「夾雑物を排除する
ことが必要」との主張
（２）
が学界に大きな影響を与えてきた。
しかし，我が国の立法は，平成18年法律第50号の改正（施行は平成20年12月１日）
で，民法に法人の通則規定のみを置くことになり（民33条～37条），法人の不法行
為能力の規定（旧民44条１項）は民法から削除されたにもかかわらず，法人の能力
の規定は，旧民法43条から民法34条へと条文の位置の移動はあったものの，民法の
規定として存続することになった。
従前の民法においては，民法の法人の規定は公益法人の規定を定めていたことか
ら，法人の能力を規定する旧民法43条は，他の法律で他の法人に準用されない限り
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（例えば，旧民法43条を準用するものとして，旧中間法人法９条１項，特定非営利
活動促進法旧８条，社会福祉法旧29条），公益法人にのみ適用されるとの解釈を行
うことも，解釈論としては可能であった。とりわけ，会社に関し，従前の商法・有
限会社法は，法人の不法行為能力を定めた旧民法44条１項の規定を準用していたに
も関わらず，法人の能力を規定していた旧民法43条を準用していなかったことから
（平成17年法律第87号改正前商78条２項・147条・261条３項，旧有32条），会社に関
しては，法人の権利能力・行為能力は定款所定の目的により制限されないとの解釈
を行うことも，解釈論としては存立しうる基礎があったといえる。
（３）
しかし，現在の法律のもとでは，立法論として会社に民法34条を適用することを
否定すべきと主張することはできても，解釈論として会社に民法34条を適用するこ
とを否定すべきと主張することはできなくなったという点で，
（４）
平成18年法律第50
号の改正は重要な改正であったといえる。そして，現行法においては，すべての法
人に関し，Ultra Vires法理を継受した民法34条は適用されるのであり，竹内昭夫教
授の主張は近時の改正で立法論として採用されなかった点は，看過すべきでないと
いえよう。
Ⅱ　Ultra Vires 法理の理論
Ultra Viresとは，会社に関していえば，「会社は定款によって明示的または黙示
的に認められた目的の範囲内においてのみ行為することができ，この目的の範囲を
越えてなした行為は，会社の能力外（ultra vires．ラテン語で『力を超えて』の意
味）の行為で無効である」とする理論で，この法理は会社のみならず法人一般に用
いられ，「その根拠は，会社すなわち法人はその擬制的性格（artificial nature）の
帰結として，自然人たる代表者（agency）によってのみ行為し得るのであり，法
人格を与えた法律によって認められた，したがって定款に定められた目的のみを追
及し得，だから，それによって明示的黙示的に与えられた能力（power）のみを有
する，という点」にあり，19世紀中頃のイギリスの判例法によって形成された理論
である。
（５）
その後 Ultra Vires 法理はアメリカに継受されたが，イギリス・アメリカ
においては，現在，Ultra Vires 法理は退潮傾向にある。
（６）
これに対し，我が国にお
いては，Ultra Vires 法理が，日本の歴史的，社会的，文化的，政治的背景の下で，
独特の機能を果たしており，我が国の法体系のもとで， Ultra Vires 法理が独自の
根をはり，多様な機能を営む法理として活用されている。私は，その理由は，民法
34条が，「法人の種類に応じて，法人の構成員の利益と第三者の利益を適当に調整
34 専修ロージャーナル　第４号 2009. 1
するための『一般条項』的なものとして，巧みに用いられて来た」
（７）
という点にあっ
たと考える。森泉教授は，民法34条がこうした「一般条項」的な機能を営むことに
関し，「判例や学説により，しばしば『目的遂行に必要な行為』という表現が用い
られるのは，相対立する，法人側の利益（構成員の利益）と相手方や第三者の利益
の調整をはかるためであって，一般条項的な概念として，具体的妥当な解決をうる
ための道具としてである。43条（現34条……筆者注）は法人にとって『両刃の剣』
であるとさえいわれている（幾代『民法総則』120頁）。したがって，この場合に，
法人の利益の保護をはかるべしという考えが働くと，それは厳格に解され『目的範
囲』外として無効とされ（もっとも，厳格に解されることが必ずしも法人の利益に
なるとは限らない），法人の利益を犠牲にし相手方の利益保護の考えが働くと，広
く『目的遂行に必要な行為』として有効になる。そこでは両者の利益衡量がなされ，
その判断基準として，たとえば協同組合型法人では，それが組合基金の維持・助成
になるかどうかが意識的あるいは無意識的にとりいれられているように思われる。
しかし，究極的には，法人側を保護すべきか相手方の利益を保護すべきか，その価
値観に基づく保護思想の相違によって左右されると思う。いずれにせよ，いわゆる
『目的遂行に必要な行為』は，一般条項と同じような機能を営んでいるといえる。」
と指摘される。
（８）
以下に論証する如く「一般条項」として多様な機能を営む我が国の Ultra Vires
法理が，その法理の母国であるイギリス・アメリカにおいて，新たな存在意義を見
出す役割を担う可能性もないとはいえないであろう。完全無欠の法が存在しないこ
とからその隙間をうめる一般条項として民法１条・90条が機能するのと同様に，民
法34条も一般条項的な機能を営む限り，その存在意義は失われないと考える。
Ⅲ　我が国における Ultra Vires 法理の機能
我が国において，以下の領域で Ultra Vires 法理は機能しているといえる。
１　中間法人の財産保護
協同組合・信用組合・労働金庫の員外貸付のケースで，判例は「目的の範囲外」
との判断を行ってきた。すなわち，大判昭和８年７月19日民集12巻2229頁（信用組
合），最判昭和41年４月26日民集20巻４号849頁（農業協同組合），最判昭和44年７
月４日民集23巻８号1347頁（労働金庫〔もっとも，貸付の無効を理由に，抵当権な
いしその実効手続の無効を主張することは，信義則上許されないとする〕）の判例
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は，こうした判断を示している。
助成団体性，相互扶助性を有する協同組合
（９）
に関しては，以下のような国家の政策
が「一般条項」である民法34条を通じて実現されているといえる。すなわち，
①協同組合は法人税法上も営利法人よりは寛大に取り扱われ，資金面においても農
林中央金庫等から一般市中銀行よりはるかに有利な条件で便宜を受ける措置がなさ
れており，このように国家の保護を受ける反面においてその活動は制限されるとい
う国家の政策があること，②銀行法によって規制されない者が銀行と同じように一
般金融機関的な事業をすることは許されないこと，③貯金，貸付等のごとき継続的
契約はこれを実体上そのまま有効としておくのでは効果は乏しく，役員の処罰のみ
をもってしては不十分であることといった政策的考慮が働いているといえる。
（10）
上
柳教授は，「法がこのように協同組合の事業を厳格に制限していることの目的は，
やや抽象的に表現すれば，（イ）協同組合の営利団体化を防止し，（ロ）協同組合の
経営的基礎を確実にすることにあるといえる。さらに，このような立法政策の実質
的根拠を，その保護ないし実現しようとする具体的利益にまで遡って検討すれば，
（ａ）概して『資本主義社会において何等かの意味で支配的序列をはずれているも
の（磯部・協同組合78頁）』であり，いわゆる経済人としての性格が必ずしも濃厚
でない組合員を保護する必要があること，（ｂ）員外利用の制限によって，組合の
事業と類似の事業を行う他の事業者の保護をはかること，（ｃ）税法その他の財
政・経済政策上，協同組合は特殊の取扱をうけることが多いが，このような政策は
協同組合が法定の制限内で事業を行うものであることを前提としていること（喜多
川……ジュリスト236号87頁参照），などを主たるものとして挙げることができる。」
と，この点を詳細に指摘されている。
（11）
ところで，農業協同組合の組合員には，出資農家である正組合員以外に，農家でな
くても個人や団体が出資（千円から一万円程度）すればなれる准組合員があり，農業
協同組合法は，単年度の非組合員の貯金や融資の利用分量（員外利用）の額が正組合
員・准組合員の利用分量の額の100分の25以下になるように定めている（農協10条19
項・同法施行令１条の２第１号，なお，前期限度を超えて非組合員に員外貸付をす
ることが必要かつ適当であるものとして行政庁が指定する信用農業協同組合連合会
については，その限度額が当該事業年度における当該組合の貯金及び定期積金の合
計額に100分の15を乗じて得た額を超えない範囲内とされることにつき，農協10条20
項・同法施行令１条の３参照）。しかし，産業構造が大きく変化し，非農家の准組合
員が正組合員を上回る現象が全国で生じており（2006年度には15都道府県でこうし
36 専修ロージャーナル　第４号 2009. 1
た現象が生じ，全国でも組合員919万人のうち正組合員は54％，非農家の准組合員は
46％という状況にある），員外利用の違反農協は2006年度で全国838農協のうち201農
協（約４分の１）に達し，員外利用の違反農協は准組合員化を促進して員外利用率の
引き下げを急いでいるという実態がある。
（12）
こうした現状の下においては，今後は，助成団体性，相互扶助性を有する協同組
合に関し，員外貸付といったようないわば一般金融市場への進出を禁止しようとす
る国家の政策を「一般条項」である民法34条を通じて実現するという機能は，
（13）
ま
すますその必要性を増加させているのではなかろうか。政府の総合規制改革会議が
農協の員外利用率の徹底を農林水産省に求めていたのも，その現れというべきであ
る。
（14）
肥大化した農業協同組合において，
（15）
非農家の員外利用が常態化して一般金融
市場への進出が法定の限度を超えることを公然と認めたり，非農家の准組合員を増
加させることによってその実態をその本来の目的と乖離させていくならば，税法
上・金融上の保護を農業協同組合に与える必要性はなく，農業者の保護を図る農業
協同組合はむしろその存在意義を失ったとみるべきであろう。
（16）
産業構造の変化し
た中で，農家数の減少，農業の兼業化，農村の農家と非農家の混在化などの状況が
生じていることに対応して，農家の規模に見合う農業協同組合に，規模を縮小して
いくことが今後は求められるといえよう。それこそが「農業者の協同組織の発達を
促進することにより，農業生産力の増進及び農業者の経済的社会的地位の向上を図
り，もって国民経済の発展に寄与する」（農協１条）という法律の目的に適合する
といえる。
判例は，協同組合の員外利用に関し，協同組合の「目的の範囲」の判断に客観的
抽象的基準説でなく具体的事情説を用いている。
（17）
すなわち，最判昭和33年９月18日
民集12巻13号2027頁（農業協同組合〔目的の範囲内〕），最判昭和35年７月27日民集
14巻10号1913頁（信用協同組合〔目的の範囲内〕），最判昭和41年４月26日民集20巻
４号849頁（農業協同組合〔目的の範囲外〕）などの判例は，こうした判断を示して
いる。協同組合の員外貸付は，客観的抽象的基準説を用いると協同組合の目的を遂
行するのに必要な行為と論理づけるのに困難を生じることから，
（18）
具体的事情によっ
ては「目的の範囲内」との帰結を導くために具体的事情説が採用されているといえ
る。また，協同組合は，法令で員外利用が一定の限度で許容されていることから
（例えば，農協10条19項・20項，同法施行令１条の２第１号・１条の３），一般金融
市場への進出を禁止するという国家の政策は例外を一切認めないという趣旨ではな
く，具体的事情を踏まえた上で「目的の範囲外」とする必要性もあるといえよう。
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そして，助成団体性，相互扶助性を有する協同組合に関し，「（ i ）員外貸付取引を
安全，有利に行なうための知識経験を有する理事もしくは職員を得ることが，すく
なくとも一般的には困難であり，（ ii ）またもし員外貸付取引が適正，安全に行なわ
れないときには，直接的に出資者ないし預金者に損害を及ぼすおそれが極めて大で
ある」
（19）
という点に鑑みたとき，一般金融市場への進出を禁止するという国家の政策
が「一般条項」である民法34条を通じて実現されることは合理性を有するといえよう。
２　構成員の思想・信条の自由の保護
税理士会の政治献金が問題になった事案において，南九州税理士会政治献金訴訟
最高裁判決は，
（20）
「政党など規正法上の政治団体に対して金員の寄付をするかどうか
は，選挙における投票の自由と表裏を成すものとして，会員各人が市民としての個
人的な政治的思想，見解，判断等に基づいて自主的に決定すべき事柄であるという
べきである。なぜなら，政党など規正法上の政治団体は，政治上の主義若しくは施
策の推進，特定の公職の候補者の推薦等のため，金員の寄付を含む広範囲な政治活
動をすることが当然に予定された政治団体であり……，これらの団体に金員の寄付
をすることは，選挙においてどの政党又はどの候補者を支持するかに密接につなが
る問題だからである。」とした上で，税理士会が，政党など政治資金規正法上の政
治団体に対して金員の寄付を，「多数決原理によって団体の意思として決定し，構
成員にその協力を義務付けることはできないというべきであり」，「税理士会がその
ような活動をすることは，法の全く予定していないところであ」って，「たとい税
理士に係る法令の制定改廃に関する要求を実現するためであっても，……税理士会
の目的の範囲外の行為といわざるを得ない。」とする判決を言い渡している。この
判決は，構成員の思想・信条の自由（憲法19条）が民法34条を通じて私人間に間接
適用されることを認めたものと言える点で，
（21）
重要な判断を示したものと言えよう。
そして，前記事案は，政治資金規正法上の政治団体に寄付するため各会員から特
別会費として金5000円を徴収したことが税理士会の目的の範囲外の行為とされた事
案であったが，政治献金自体を構成員が自主的に決定すべき問題とした上で税理士
会の目的の範囲外の行為であると判断していることから，前記事案のように徴収決
議に基づき構成員から個別に強制徴収した場合のみならず，一般財産から政治献金
を支出した場合も目的の範囲外になると解される。
（22）
税理士会と同様に特殊公益法
人で強制加入団体である行政書士会の事案であるが，一般財産から政治資金規正法
上の政治団体に金員を寄付した行為が，行政書士会の目的の範囲外の行為であると
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の判断が下級審でなされている。
（23）
また，政治献金が投票の自由と表裏の関係にあるから構成員が自主的に決定すべ
き事柄であるという点を強調するならば，強制加入の特殊公益法人のみならず任意
加入の（特殊）公益法人，労働組合などの中間法人，会社などの営利法人の政治献
金の場合にも，目的の範囲外と解すべきである。
（24）
しかし，判例は，営利法人であ
る会社が，その一般財産から行う政治献金を目的の範囲内としている。
（25）
また，中
間法人の場合，一方で，労働組合が，政治的活動をし「そのための費用を組合基金
のうちから支出すること自体は，法的には許されたものというべきである」として
その一般財産からの政治献金を容認するが，徴収決議に基づき組合員から個別に強
制徴収することは許されないとし，
（26）
他方で，生命保険相互会社がその一般財産か
らの政治献金を行うことは許されるとしている。
（27）
岡原昌男元最高裁判所長官が，
国会において，参考人として出席し，「企業献金そのものが悪とか善とかというこ
とよりも，法律的に余り理屈は通らないものであるということだけは申し上げたい
と思います。それはどういうことかといいますと，さっき言ったとおり，法人とい
うのはその定款なり寄附行為に定められた事業の範囲で生きているものでございま
して，それ以外のものについてはできない，つまり適法性がないわけでございます。
その意味で，先ほど言った八幡製鉄の事件におきましてもその点が真っ先に唱えら
れておるわけでございまして，その意味で，企業献金というものが現在のような形
で数百万，数千万あるいは億といったような単位で入ってくるというのは，これは
悪です，私の評価からいいますと。これはあるべからざることである。だから，こ
れを何とか直してもらわなきゃいかぬ，こういうふうに考えております。」と発言
されているが，
（28）
営利法人，中間法人の政治献金の判決は，判例変更することが望
まれる。
ところで，構成員の思想・信条の自由を保護するために，構成員の思想・信条の
自由の侵害を，民法34条の「目的の範囲外」とするアプローチと，権利侵害の故に
民法90条の「公序良俗違反」とするアプローチとがある。南九州税理士会政治献金
訴訟最高裁判決は，前者のアプローチを採用し，国労広島地方本部組合費請求事件
最高裁判決は，
（29）
後者のアプローチを採用している。この対立は，視点を変えれば，
以下に述べるごとく一段階説と二段階説の対立につながる。すなわち，法人の「目
的の範囲」の議論と構成員の「協力義務の限界」の議論は，構成員の思想・信条の
自由を問題にする限りにおいては一致すべきで，法人の「目的の範囲内」であるが
構成員の「協力義務の限界」を超える場合は存在しないとして，法人の「目的の範
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囲内」であれば構成員は協力義務を負い，法人の「目的の範囲外」であれば構成員
は協力義務を負わないと主張する立場（一段階説）と，構成員の思想・信条の自由
の侵害に関して，法人の「目的の範囲」の問題と構成員の「協力義務の限界」の問
題とを一体として扱うべきでなく，二段階に分けて議論を行うべきと主張する立場
（二段階説）とがある。
（30）
そして，二段階説にはさらに二つの立場があり，第一は，
構成員の思想・信条の自由の侵害という問題を，法人の「目的の範囲」（民法34条）
の枠組みで判断することはできず「協力義務の限界」（民法90条）という枠組みで
のみ判断することになるとする立場（二段階説Ａと呼ぶ）であり，第二は，構成員
の思想・信条の自由の侵害という問題を，まず法人の「目的の範囲」（民法34条）
の枠組みで判断し，仮に法人の「目的の範囲内」となったとしても，次に「協力義
務の限界」（民法90条）という枠組みで判断することができる（法人の「目的の範
囲外」とされるケースもあれば，構成員の「協力義務の限界」を超えるとされるケ
ースもあることになる）とする立場（二段階説Ｂと呼ぶ）である。一段階説は南九
州税理士会政治献金訴訟最高裁判決が採用した立場であり，二段階説Ａは国労広島
地方本部組合費請求事件最高裁判決が採用した立場，二段階説Ｂは群馬司法書士会
震災復興支援金事件の第二審判決
（31）
（構成員の思想・信条の自由の侵害を考えるに際
し，司法書士会の政治献金は「目的の範囲外」の問題とし，同会の災害寄付は「協
力義務の限界」の問題とする）が採用した立場である。
二段階説Ａが，もし民法34条は法人の対外的活動を規律する条文で，対内的活動
（対構成員との関係）を規律する条文ではないとの前提に立っているとするならば，
そもそも民法34条は，法人の活動（権利能力・行為能力）の限界を規定する条文で
あり，対外的のみならず対内的関係においても法人が活動できる範囲を規定してい
る条文と解されるから，
（32）
その前提に問題があるといえる。南九州税理士会政治献
金訴訟最高裁判決が，政治献金を税理士会の構成員から個別徴収したケースにおい
て，政治献金は構成員が自主的に決定すべき問題であり，構成員の思想・信条の自
由の侵害という観点から税理士会の政治献金を「目的の範囲外」と解して構成員は
協力義務を負わないと判断しており，民法34条が対内的関係においても適用される
ことを前提としていた点を改めて想起すべきである。そして，例えば司法書士会は
会員の指導・連絡に関する事務といった対内的活動を行うが（司書52条２項），民
法34条が法人の対外的活動を規律する条文で対内的活動（対構成員との関係）を規
律する条文ではないとの前提に立つと，こうした対内的活動が「目的の範囲内」で
あることを説明できなくなるという問題も生じうる。二段階説Ａは，そもそも民法
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34条が人権の私人間適用の媒介となる一般条項の役割を果たすことを認めた南九州
税理士会政治献金訴訟最高裁判決の判例法理を否定する点で，支持し得ない。
この点，二段階説Ｂに立つなら，民法34条の「目的の範囲」が構成員の思想・信
条の自由の侵害の問題を扱う点は評価できるが，南九州税理士会政治献金訴訟最高
裁判決と国労広島地方本部組合費請求事件最高裁判決の判断枠組みを安易に合体さ
せたために，構成員の思想・信条の自由の侵害の問題を処理するに当たり，法人の
「目的の範囲外」と判断するケースと，構成員の「協力義務の限界」を超えると判
断するケースをともに認めることになり，その区別を理論的に示すことができるの
かという難点を抱えることになる。どの程度の思想・信条の自由の侵害があれば法
人の「目的の範囲外」となり，どの程度の思想・信条の自由の侵害があれば法人の
「目的の範囲内」であるけれども構成員の「協力義務の限界」を超えるとすること
になるのか，その質的差異を見出すのは困難であると思われる。二段階説Ｂもこう
した難点を有することから支持し得ない。
そもそも国労広島地方本部組合費請求事件最高裁判決は，「目的の範囲」を広く
解釈する八幡製鉄政治献金訴訟最高裁判決
（33）
の影響の下で，換言するなら「目的の範
囲」によるアプローチが事実上機能しない法状況の下で，構成員の思想・信条の自
由を保護するために，憲法28条の団結権に由来する労働組合特有の「統制権」の限
界の議論のアプローチで協力義務の限界を画したものと評価できるが，南九州税理
士会政治献金訴訟最高裁判決において，構成員の思想・信条の自由を保護するため
に法人の「目的の範囲」の構成を用いるアプローチが認められた現在においては，
国労広島地方本部組合費請求事件最高裁判決の用いた法理は克服されたとみること
もできる。
しかし，国労広島地方本部組合費請求事件最高裁判決が，南九州税理士会政治献金
訴訟最高裁判決と同じく法人の構成員から政治献金のための寄付を強制的に個別徴収
した事案であったにもかかわらず，あえて労働組合の「目的の範囲内」の行為ではあ
るが会員の「協力義務」の限界を超えるとの判断を行ったのは，国労広島地方本部組
合費請求事件最高裁判決は，政治献金を，法人の一般財産から支出することは認める
が構成員から個別に強制徴収して支出することは認めないとしているのに対し，南九
州税理士会政治献金訴訟最高裁判決は，政治献金を，法人の一般財産から支出する場
合であろうと構成員から個別に強制徴収して支出する場合であろうと認めないとする
ためであったと推察することもできる。この点の相違を両判決が念頭に置いていたと
すれば，二段階説Ａはその限りにおいて根拠を有することになる。
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しかし，法人の政治献金を，一般財産から支出する場合と構成員から個別に強制
徴収して支出する場合とを区別し，前者の場合は許されるが，後者の場合は許され
ないとの論理を私は「分離論」と呼び，こうした「分離論」を無意味な区別として
以下の理由から批判してきた。
（34）
すなわち，①法人の一般財産から政治献金を支出
することが許されるとなると，構成員に事前に支出目的が知らされず反対の機会が
与えられないという問題が生じること，②法人の一般財産から政治献金の支出を認
めると，会費名目で政治献金を強制されるにすぎず，会員から徴収した金員を政治
献金するための抜け道を与えるに過ぎないともいえること，③実態からみるならば，
一般財産からの支出と個別徴収からの支出は会員から徴収した金員が用いられ質的
に差異がなく，「分離論」は，目的を明示して個別徴収したか否かの区分でしか意
味をもたないが，政治献金に使うことを知らせずに団体財産補充のために会費の追
加徴収を臨時になす場合は許され，徴収決議に基づいて政治献金であることを明示
し法人の構成員から個別に強制徴収する場合は許されないとするのは，政治献金に
支出するという点では実質上同じ行為であるのに，使途を隠していれば法人の支出
を適法とする点でごまかしを奨励する不合理な区別というべきであること，④「分
離論」は拠出者と政治的信条の一体化が生じたか否かの基準で両者を区別するが，
毎年同じ政党に政治献金している法人に会費を支出するのは，拠出者と信条の一体
化が生じており，この基準で区別を正当化する「分離論」は無理があるといえるこ
とから，政治献金の場合には，徴収決議に基づいて法人の構成員から個別に強制徴
収する場合であろうと，法人の一般財産から支出する場合であろうと，構成員の思
想・信条の自由を侵害することに鑑み，法人の「目的の範囲外」になると考える。
（35）
そもそも，二段階説Ａは，こうした無意味な「分離論」を帰結することになりう
る巧妙な論法であり，「分離論」とセットになっている点を看過すべきではない。
「分離論」に賛成されるならともかく，前述のように不合理な「分離論」に反対され
るならば，二段階説Ａは採用すべきでないといえよう。また，四宮教授が，法人の
政治献金は「一応目的の範囲内ではあるが，もう一ぺん社会的妥当性の判断を加え，
そしてまた目的の範囲の問題に返ってくる。そのような二重構造になっていると考
えるのです。」と分析し，「金の行方がどうなるかは，あまり本質的な問題ではない。
つまり，どの政党を支持するか，どの政党に献金すべきかは，個人が判断すべきだ
という見地から考えていくのです。」として，法人の政治献金を民法90条の公序良俗
違反ととらえ，法人の政治献金を結局，法人の目的の範囲外と解されている。
（36）
すな
わち，四宮教授は，法人の政治献金が構成員の思想・信条の自由を侵害するから，
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公序良俗違反であり，その結果，法人の「目的の範囲外」になると解しており，民
法34条違反と民法90条違反が同一の判断になると解していて，一段階説（二段階説
では両者が別々の判断になる）に立っていた点を改めて想起すべきである。
民法34条は，「法人の構成員の利益と第三者の利益を適当に調整するための『一
般条項』的なものとして，巧みに用いられて来たといえる」
（37）
のであり，南九州税
理士会政治献金訴訟最高裁判決が認めたように，民法34条が人権の私人間適用の媒
介となる一般条項の役割を果たす点は，注目されてよいであろう。
３　法人の寄付とその金額の多寡
法人の寄付に関し，四宮教授が述べられるように，「その人その人の価値判断で，
無限の態様がある」のであって，それぞれ「程度の問題」であり，「どこで切るか」
という問題にならざるを得ず，「われわれの価値判断の上では，特に政治と宗教だ
けは別に考える」という立場が，
（38）
妥当と考えるので，政治的又は宗教的立場と関
係がある法人の寄付の問題は，前述したⅢ２の「構成員の思想・信条の自由の保護」
の問題として考察すべく，ここではそれ以外の法人の寄付を取りあげる。
法人が慈善献金を行う場合については，アメリカでは，かつては目的の範囲外と
された時代もあったが，法人の社会的責任論の台頭とともに，やがて目的の範囲内
とされるに至った。
（39）
法人は一個の社会的組織として実在し，一定の社会的役割を果たすことも期待な
いし要請されているのであり，また法人が慈善献金を行うことが構成員の一般的利
益に反するということもできないから，社会的に相当と認められる範囲で法人が慈
善献金を行うことは，法人の目的の範囲内と解すべきである。もしこうした活動に
ついてまで，構成員の思想・信条の自由を理由に法人が行うことを，これに反対の
構成員がストップさせることができるとするならば，少数者の専制（多数決の原則
により決定されても一人の反対者によってその決定を覆すことができる）であり，
構成員の考え方が異なる問題は全員一致でないと法人は活動し得ず，法人の活動が
大幅に制約されることになる。さらには，萎縮効果による自己抑制によって法人の
活動は停滞したものとなり，訴訟を危惧して法人は定款に直接明示された活動のみ
しか行わず，目的達成に必要な行為さえも法人は行わなくなり，法人制度の機能が
大きく損なわれる危険性がある。我が国においても，法人の社会的責任論を背景に，
こうした法人の寄付は従来は法人の目的の範囲内とされてきたといえる。
すなわち，災害救援資金の寄付，地域社会への財産上の奉仕，各種福祉事業への
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資金面での協力を営利法人である会社が行う場合については，傍論ではあるが，八
幡製鉄政治献金訴訟最高裁判決がその判決の中で，「会社がその社会的役割を果た
すために相当な程度のかかる出捐をすることは，社会通念上，会社としてむしろ当
然のことに属するわけであるから，毫も，株主その他の会社の構成員の予測に反す
るものではなく，したがって，これらの行為が会社の権利能力の範囲内にあると解
しても，なんら株主等の利益を害するおそれはないのである。」として，会社の目
的の範囲内としている。
また，公害患者救援資金の寄付を中間法人である労働組合が行う場合については，
国労四国地方本部組合費請求事件最高裁判決の中で，
（40）
「本件支援資金等のうちに所
論のいうようにいわゆる水俣病患者救済のための資金が含まれているとしても，一
の社会的存在としての労働組合が右救済のような活動を行うことは，今日における
組合の社会的役割に照らしてもとより是認されるべきであり，組合にとって決して
無用のことではないから，かかる救済資金を拠出することもまた，間接ではあって
も，組合の目的遂行のために必要なものとして，その費用徴収の決定は組合員を拘
束すると解するのが相当である。」として，労働組合の目的の範囲内としていた。
さらに，特殊公益法人で強制加入団体である群馬司法書士会が，阪神大震災によ
る被災市民等の法的救援に向けた司法書士の活動を支援するため，阪神大震災救援
司法書士対策本部に「復興支援拠出金」3000万円を拠出する旨，及び，会員から登
記申請一件につき50円の復興支援特別負担金（復興支援証紙）を徴収する旨の決議
をしたことに関し，第二審は，司法書士会が，「司法書士法に根拠を有する法人と
して，他の法人，諸団体と同様，一個の社会的組織として実在し，一定の社会的役
割を果たすことも期待ないし要請されているというべきであるから，上記のような
活動に止まらず，例えば災害救援資金の寄付，地域社会への財産上の奉仕，各種福
祉事業への資金面での協力などの面で応分の負担をすることも，社会的に相当と認
められる限り，権利能力の範囲内にあるとみることができる。けだし，司法書士法
の掲げる『司法書士の品位を保持し，その業務の改善進歩を図る』という司法書士
会の目的達成のためには，会員の指導及び連絡という純然たる対内的な活動ばかり
でなく，一定範囲での対外的な活動も予定されているというべきであり，これらの
対外的な活動も右の司法書士会の目的と関連性がないとはいえず，また司法書士会
においてこれらの活動を行うことが会員の一般的利益に反するということもできな
いからである（むしろ，これらの対外的活動が司法書士の品位の保持，社会的地位
の向上に資する場合があることは容易に推測されるところである。）。」と判断し，
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最高裁は，司法書士会が，「その目的を遂行する上で直接又は間接に必要な範囲で，
他の司法書士会との間で業務その他について提携，協力，援助等をすることもその
活動範囲に含まれるというべきである。……その金額の大きさをもって直ちに本件
拠出金の寄付が被上告人の目的の範囲を逸脱するものとまでいうことはできない。
したがって，兵庫県司法書士会に本件拠出金を寄付することは，被上告人の権利能
力の範囲内にあるというべきである。」と判断した。
（41）
しかし，この最高裁判決には，二人の反対意見があり，深澤武久裁判官は，「そ
の額が過大であって強制加入団体の運営として著しく慎重さを欠き，会の財政的基
盤を揺るがす危険を伴うもの」で，司法書士会の目的の範囲を超えたものと判断し，
横尾和子裁判官は，「本件の3000万円の寄付は，社会的に相当と認められる応分の
寄付の範囲を大きく超えるものであるといわざるを得ず」，司法書士会の目的の範
囲外の行為であると判断している。寄付金の多寡が，司法書士会の災害救援資金の
寄付を目的の範囲内とするか（３人の多数意見），目的の範囲外とするか（２人の
少数意見）の分水嶺の役割を担っており，法人の目的の範囲の判断が法人の寄付の
金額の多寡で機能することを認めている点は，重要な判断といえよう。このように，
判例は，法人の寄付の金額の多寡が「目的の範囲」の判断に影響を与えるとの見解
に立っている。
これに対し，鈴木竹雄教授の見解のように法人の寄付の金額の多寡がそもそも
「目的の範囲」の判断に影響を与えるべきでないとの見解もある。
（42）
この問題は，第一に，基準の明確性という法的安定性を重視するか，具体的妥当
性を重視するかの対立であり，第二に，取引の安全を重視するか，構成員の利益の
保護を重視するかの対立であり，第三に，寄付を受けた後でそれが無効とされた場
合の民法703条の返還義務を負う受贈者の不利益を重視するか，返還義務を負わさ
れた受贈者も，民法117条により寄付を行った法人の代表者に責任を追及できるか
ら，受贈者の不利益をカバーできることを重視するかの対立である。この点に関し，
民法34条が一般条項としての性格を持つ以上，民法110条の「正当な理由」，民法90
条の「公序良俗」，民法１条の「信義誠実の原則」「権利の濫用」と同様に，基準が
ある程度不明確となるのは不可避であり，
（43）
むしろ法人の規模，予算等からしてあ
まりに巨額で，法人の他の通常の業務運営が困難となる事態が予想されるような寄
付がなされた場合にまで法人の「目的の範囲内」として有効としてしまう方が，妥
当性を著しく欠く不当な結果というべきである。
（44）
法人の非営利行為については，
通常の取引行為におけるとは異なり，取引安全の保護を強調する必要はなく，むし
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ろ法人財産が定款所定の目的を逸脱して濫費されないことについて有する構成員の
利益の保護が重視されるべきものと考える。
（45）
そして，当該寄付が法人の「目的の
範囲外」となって無効となっても，「現存利益」がなければ返還義務を負わないし
（民法703条），仮に「現存利益」ありとして返還させられたとしても，受贈者の保
護は，民法117条でその保護を図る
（46）
ことでもって足りるというべきである。従って，
法人の寄付の場合，金額の多寡が法人の「目的の範囲」に影響を与えると解すべき
である。
（47）
ところで，近時，一定の区域に住所を有する者の「地縁による団体」（地方自治
法260条の２）として認可を受け法人格を取得した団体，すなわち中間法人である
自治会が，「希望ヶ丘小学校教育後援会，甲南中学校教育後援会，赤い羽根共同募
金会，甲賀市緑化推進委員会（緑の募金），甲賀市社会福祉協議会，日本赤十字社
及び滋賀県共同募金会（歳末助け合い運動）」への募金や寄付金に充てるため，自
治会費を年6000円から年8000円に増額する決議をし，増額分は前記各会への募金等
に充て，翌年度には繰り越さない決議を定期総会で行ったことに関し，その有効性
が問題となった。第一審は，①「本件各会に寄附金を支払うこと自体は，被告の権
利能力の範囲を逸脱するものではない」こと，②「本件各会は特定の政治的思想や
宗教に関わるものではな」く，「本件決議の定める内容が，構成員の思想信条に与
える影響は直接かつ具体的なものであるとは認められない」し，「構成員が本件各
会への寄附をするために経済的負担を負わされることは，構成員個人の特定の信条
の表明に直結するということもできない」こと，③「班長や組長の業務（会費集金，
文書配布，町内清掃，行事の準備等）の負担を減らす必要性があると判断したため
であ」り，「本件決議前においても，被告の構成員の多数が，被告の班長や組長の
集金に応じて寄附金を支払ってきた」ので，「寄附金を会費と共に集金し，その後，
被告の名において，本件各会に，会長，副会長，班長等で構成される役員総務会…
…で決定された各金額の寄附をすることには必要性・合理性が認められる」こと，
④「かかる負担金額自体が過大ともいえない」ことなどから，「本件決議は，公序
良俗に反するものと評価することはできない」とした。
（48）
これに対し，第二審は，
「募金及び寄付金は，その性格からして，本来これを受け取る団体等やその使途い
かんを問わず，すべて任意に行われるべきものであり，何人もこれを強制されるべ
きものではない。……従前募金及び寄付金の集金に協力しない会員も多く，本件各
会ごとに態度を異にする会員がいる中で，班長や組長の集金の負担の解消を理由に，
これを会費化して一律に協力を求めようとすること自体，被控訴人の団体の性格か
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らして，様々な価値観を有する会員が存在することが予想されるのに，これを無視
するものである上，募金及び寄付金の趣旨にも反するものといわざるを得ない。ま
た，少額とはいえ，経済状態によっては，義務的な会費はともかく，募金及び寄付
金には一切応じない，応じられない会員がいることも容易に想像することができる
ところである。学校後援会費については，会員の子弟が通学しているかどうかによ
って，協力の有無及び程度が当然異なるものと考えられる。募金及び寄付金に応じ
るかどうか，どのような団体等又は使途について応じるかは，各人の属性，社会
的・経済的状況等を踏まえた思想，信条に大きく左右されるものであり，仮にこれ
を受ける団体等が公共的なものであっても，これに応じない会員がいることは当然
考えられるから，会員の募金及び寄付金に対する態度，決定は十分尊重されなけれ
ばならない。したがって，そのような会員の態度，決定を十分尊重せず，募金及び
寄付金の集金にあたり，その支払を事実上強制するような場合には，思想，信条の
自由の侵害の問題が生じ得る。……本件決議に基づく増額会費名目の募金及び寄付
金の徴収は，募金及び寄付金に応じるか否か，どの団体等になすべきか等について，
会員の任意の態度，決定を十分尊重すべきであるにもかかわらず，会員の生活上不
可欠な存在である地縁団体により，会員の意思，決定とは関係なく一律に，事実上
の強制をもってなされるものであり，その強制は社会的に許容される限度を超える
ものというべきである。したがって，このような内容を有する本件決議は，被控訴
人の会員の思想，信条の自由を侵害するものであって，公序良俗に反し無効という
べきである。」とされた。
（49）
そして，最高裁も上告を棄却し第二審の判断を支持して
いる。
（50）
しかし，この判決は，従来の判例法理と整合性があるのか，疑問を禁じ得ない。
この問題を第二審判決のように構成員の思想・信条の自由の侵害の問題として取り
あげるならば，自治会は１円たりとも，会費として集め寄付することができないば
かりか，一般財産からも支出することはできないことになる。この問題は，寄付が
できるか否かという問題（質的問題）としてみるべきではなく，寄付の金額の多寡
の問題（量的問題）としてみるべきであろう。従来の判例法理と整合性を有する形
で原告の請求を認容するなら，募金や寄付金に充てるために2000円の自治会費を増
額するという点が，相当な範囲を超えるとして自治会の本件行為を「目的の範囲外」
とすべきではなかったかと考える。群馬司法書士会の災害救援資金の寄付に関し，
最高裁の裁判官の誰一人，構成員の思想信条の自由の侵害とした裁判官がいなかっ
たことも，この問題は，寄付ができるか否かという問題（質的問題）ではなく，寄
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付の金額の多寡の問題（量的問題）であることを裏付けているといえよう。自治会
の寄付に関し下されたこの判決により，自治会が多数決原理で災害救援資金の寄付，
地域社会への財産上の奉仕，各種福祉事業への資金面での協力という問題を自主的
に決定することができなくなったことは，大きな混乱を引き起こすことになるので
はなかろうか。この判決の論理からすれば，自治会の一般財産からも支出すること
が許されなくなり，法人の社会的責任論を大幅に後退させた不当判決として，判例
変更が望まれる。少なくとも，最高裁は本判決に関し，補足意見を書くなりして，
第二審判決を支持するならその理由を従来の判例法理と対比して示すべきで，最高
裁として無責任きわまりない不当な判断であったと考える。
（51）
４　営利法人の営利行為
有力な学説によれば，「営利法人につき，『目的ノ範囲』は，目的そのものから，
目的遂行に必要な行為という基準により拡張され，さらにそれが外形的に判断され
るという方法により，もはや『目的ノ範囲』は無視されている。すなわち判例法に
よる民法43条（現34条……筆者注）の修正が見られるのであり，実質的には営利法
人に関するかぎり，『目的ノ範囲』は無用の要件となっていることを率直に認める
べきである。」
（52）
と指摘され，民法34条は機能しないとされている。
しかし，私見では，憲法の私人間適用の媒介として民法34条が営利法人に機能す
ることを認め，投票の自由と表裏の関係にある政治献金は，構成員が「市民として
の個人的な政治的思想，見解，判断等に基づいて自主的に決定すべき事柄であると
いうべきである」から，構成員の思想・信条の自由（憲法19条）が民法34条を通じ
て間接適用され，営利法人が政治献金を行うことは原則として目的の範囲外
（53）
と解し
ているし，また，法人の寄付の金額の多寡が法人の目的の範囲に影響を与えると解
しているので，営利法人の非営利行為
．．．．．
の場面において，これらの限りでは既に「目
的の範囲」が機能することを認めている。
判例の見解においても，会社の政治献金が問題となった八幡製鉄政治献金訴訟最
高裁判決で，松田二郎裁判官・入江俊郎裁判官・長部謹吾裁判官・岩田誠裁判官が，
金額の多寡で法人の「目的の範囲」が影響を受けることを肯定しているし（大隅健
一郎裁判官は，法人の「目的の範囲」の問題として扱わなかったが，寄付の金額の
多寡で会社の権利能力の範囲が影響を受けることは肯定している），特殊公益法人
の事例ではあるが群馬司法書士会訴訟最高裁判決で，法人の寄付に関し金額の多寡
が法人の「目的の範囲」に影響を与えることが認められている（第一小法廷の５人
48 専修ロージャーナル　第４号 2009. 1
の裁判官全員がこれを肯定）。判例は，法人の寄付において金額の多寡で法人の
「目的の範囲」が影響を受けることを肯定していると解してよく，営利法人の非営
．．
利行為
．．．
において「目的の範囲」が機能することは肯定しうるから，「営利法人に関
するかぎり，『目的ノ範囲』は無用の要件となっている」との前記学説の主張は，
営利法人の非営利行為
．．．．．
の場面では妥当でないといえよう。
しかも，永井教授が指摘するように，会社が贈賄という犯罪行為を行う場合には，
「目的の範囲外」の行為と解すべきであり，
（54）
「目的の範囲」を無用の要件とするのは
この点でも難点がある。
また，営利法人の営利行為
．．．．
において，取引の安全の要請から，民法34条の目的の
範囲内か否かの判断につき，①目的遂行に必要な行為も含むこと，②当事者の主
観を考慮せず客観的に判断すること，③具体的事情を考慮せず抽象的に判断するこ
とという基準で判断するとしても，
（55）
場合によっては「目的の範囲外」となるケー
スがあってもよいと考える。
例えば，「着物の卸売・販売会社であるＨは，その直営店で無農薬野菜の販売を
おこなうことにし，生産農家Ｘとの間で野菜の継続的供給契約を締結した」場合，
（56）
「着物の卸売・販売及びその付帯事業」を定款の目的としている会社が，「野菜の販
売」を行うことを客観的抽象的に判断し目的遂行に必要な行為と解することはでき
ないから，「目的の範囲外」とみるべきである。仮に，百歩譲って，「販売」を行う
点で「野菜の販売」を「目的の範囲内」とする見解があったとしても，「着物の卸
売・販売会社であるＨ」が，「卸売・販売」と全く関係のない「子供の学習塾の事
業」を行った場合には，これを客観的抽象的に判断し目的遂行に必要な行為と解す
ることができないから，「目的の範囲外」とみるべきであろう。このように営利法
人の営利行為
．．．．
の場面においても，「目的の範囲」が一切機能しないとすべきでない
から，「営利法人に関するかぎり，『目的ノ範囲』は無用の要件となっている」との
前記学説の主張は妥当でないと考える。
さらに，日本政策金融公庫，日本政策投資銀行，商工組合中央金庫など，政府の
政策が「目的の範囲」の判断に入ってくる営利法人もあり，営利法人において「目
的の範囲」が機能することを一切否定すべきでないと考える。
（57）
協同組合の員外貸
付において，税法上・金融上の保護を受ける協同組合が一般金融市場へ進出するこ
とを禁止するという国家の政策が「目的の範囲外」との判断をすることを通じて実
現されていたが，こうした特殊法人においては，より一層，国家の政策が「目的の
範囲」の判断に影響を与えることを否定し得ないであろう。
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もっとも，契約当事者双方が履行済みである場合や，契約の一方当事者が履行済
みである場合，総社員の同意ないし追認がある場合に，目的外行為を有効にするの
が合理的という場合もありうるが，こうした場合に「目的の範囲」を拡大させ「目
的の範囲内」と強弁することによって対処するならば，代表者の責任問題は目的の
範囲内の行為とされた結果，問題にされないで終わるという不当な結果を招来する。
また，「目的の範囲」を拡大させ「目的の範囲内」と強弁することを一貫させるな
らば，取引の安全を優先させる必要のない契約当事者双方が未履行の場合にまで有
効とせざるを得ないという問題が生じうる。そもそも「目的の範囲内」と強弁する
のでなく，定款の変更で目的を変更しない限り，「目的の範囲外」とすべきであり，
それでも有効にする必要性と合理性がある場合には，最判昭和44年７月４日判決や
最判昭和51年４月23日判決のように信義則を援用して無効の主張を制限するという
方法を用いるべきである。
（58）
これにより「目的の範囲」の理論が責任逃れの隠れ蓑
となることを回避でき，きめ細かな対応が可能になるといえよう。
（59）
その意味では，判例に，「『ソヴィエト連邦内及び対ソヴィエト連邦関係の政治・
経済・文化等の諸事情の調査，報告書の発行並びに出版及び右に付帯する一切の事
業』を目的とする株式会社，日蘇通信社が，中里介山著作の大菩薩峠の映画化権を
取得すること」を会社の目的の範囲内としたものがあり，その理由として，後に
「映画の製作・上映に関する事業」を定款に追加することを決議しており，この事
情を考慮に入れて目的たる事業を遂行するに相当な行為と解するのが妥当であると
しているのであるが，
（60）
むしろ「目的の範囲外」としつつ前記決議を理由に信義則
上無効の主張は許されないとすべきであったと思われる。
営利法人の営利行為
．．．．
においては，「目的の範囲」の判断を，①目的遂行に必要な行
為も含むこと，②当事者の主観を考慮せず客観的に判断すること，③具体的事情を
考慮せず抽象的に判断することという基準で判断する以上，かなりの部分において
は「目的の範囲内」との帰結を導くことができるであろうが，この基準を用いたと
しても，「目的の範囲外」とせざるを得ない場合は生じると考える。「目的の範囲」
は無用の要件となっておらず，そうであるからこそ，立法者も，会社を含むすべて
の法人にUltra Vires法理を継受した民法34条が適用されるとの前提に立って，平成
18年法律第50号の改正（施行は平成20年12月１日）がなされたと言うべきである。
Ⅳ　我が国における Ultra Vires 法理の課題
イギリスやアメリカにおいてはUltra Vires法理は退潮傾向にあるが，我が国にお
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けるUltra Vires法理は，一般条項として多様な機能を果たす役割を担っており，解
釈論上Ultra Vires法理はその役割を強化してきているといえる。
構成員の利益保護，国家の政策の実現，構成員の思想・信条の自由の保護（人権
の私人間への間接適用），法人の不相当な寄付の防止など多様な機能を担いながら，
民法34条が，「法人の種類に応じて，法人の構成員の利益と第三者の利益を適当に
調整するための『一般条項』的なものとして，巧みに用いられて来た」
（61）
のであり，
我が国におけるUltra Vires法理は我が国の土壌にしっかり根付いているといえる。
それ故に，平成18年法律第50号の改正は，すべての法人に「目的の範囲」を定めた
民法34条が適用されることを明確にし，法人の根本理論としてその役割を果たして
いくことを求めたものといえる。
本稿でも民法34条の機能を分析したが，判例の積み重ねの中で多様な機能に即し
て民法34条を類型化していくことが求められる。協同組合の員外貸付において国家
の政策が民法34条を通じて実現されることは多くの学説により指摘されてきたが，
特殊法人においても国家の政策が民法34条を通じて実現されることになると解され
る。また，構成員の思想・信条の自由の保護のために「目的の範囲」が機能するこ
とを認めた南九州税理士会訴訟最高裁判決は，民法34条の新たな発展の可能性を認
めたものとして大いに評価できるといえよう。さらに，法人の寄付の金額の多寡が
「目的の範囲」の判断を分ける分水嶺となった群馬司法書士会訴訟最高裁判決も，
鈴木竹雄教授の批判があり法人の寄付の金額の多寡が「目的の範囲」の判断に影響
を与えるか不明確であった最高裁の立場を，一層明確にしたという意味で重要な判
断であったといえる。
こうして法人の構成員の利益と第三者の利益，国家の政策などが「一般条項」と
しての法人の「目的の範囲」の判断に盛り込まれ，法人の活動を対外的・対内的に
限界付ける機能を法人の「目的の範囲」はこれからも果たしていくものと思われる。
ところで，民法34条をめぐり，従来の通説・判例は，すべての法人の権利能力及
び行為能力を制限したものと解している。
（62）
しかし，近時，これに反対し，法人の
目的が代表権ないし代理権を制限していると解した上で，取引の安全を民法110条
で図ると主張したり，一般社団法人及び一般財団法人に関する法律77条５項・197
条，会社法349条５項・599条５項で図ると主張したりする説
（63）
や，営利法人には民法
34条の適用を否定し，法人の目的は内部的に業務執行権を制限したものにすぎない
と解する説
（64）
が，有力に主張されている。
代表権ないし代理権を制限すると解する見解には，取引の安全を，①民法110条
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で図る立場と，②一般社団法人及び一般財団法人に関する法律77条５項・197条，
会社法349条５項・599条５項で図る立場とがあるが，一般社団法人及び一般財団法
人に関する法律299条１項，会社法908条１項が，一定の登記事項については登記を
しないかぎりこれを善意の第三者に対抗することができないとする反面，登記をし
たときは善意の第三者にもこれを対抗することができ，その第三者は同条所定の
「正当な事由」のない限りこれを否定することができない旨を定めているので，登
記事項とされている法人の目的について第三者は悪意と擬制され，
（65）
第三者の保護
が図れなくなるという問題が生じる。
（66）
判例に，株式会社が代表取締役の退任及び
代表権の喪失につき登記したときは，その後その者が会社の代表者として第三者と
した取引について，商法12条（現在は会社法908条１項……筆者注）のみが適用さ
れ，民法112条の適用ないし類推適用の余地はないとしたものがあるが，
（67）
この判例
は，代表権ないし代理権制限説が，会社法908条１項の存在の故に取引の安全を図
り得ないことをまさに示したものといえよう。
この点，営利法人には民法34条の適用を否定し，法人の目的は内部的に業務執行
権を制限したものにすぎないと解する説に立てば，会社法908条１項の問題は回避
でき取引の安全を図れるようにもみえるが，今度は，会社に会社法349条５項・599
条５項が規定されていることを何故に無視するのかという難点に直面する。鈴木竹
雄教授は，目的外の行為を有効とする考え方が，実質的に妥当であり，立法論とし
ては採用することに問題はないとしながら，解釈論としては，「実定法上会社の目
的が登記事項とされ，したがって登記された以上第三者に対抗しうるとされている
こと（12条〈現在の会社法908条１項……筆者注〉）が，これに対する障害とならざ
るをえない。」と指摘されるのも，
（68）
会社法349条５項・599条５項が適用されると考
えているからにほかならないといえよう。
（69）
浜田教授の次の指摘は，重要である。すなわち，「会社の目的は会社の権利能力を
制限すると解釈することは，絶対無効型の法律構成を選択することである。民法43
条（現在の34条……筆者注）の会社への適用を認めることによってこの解釈を採用
する限り，商法12条（現在は，会社法908条１項……筆者注）の解釈問題とは無関係
でいられる。しかし，民法43条（現在の34条……筆者注）適用否定説に踏み込むや
否や，これとの格闘が始まらざるをえない。せっかく絶対無効型を離れて，無権代
理型ないし相対無効型の法律構成を目指してみても，商法12条（現在は，会社法908
条１項……筆者注）の悪意擬制説，ないし登記された事項は第三者に対抗できると
解する説による限り，絶対無効型を採用した場合とほとんど変わらない結論になっ
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てしまう。結局のところ，取引の安全を損なわないようにするためには，絶対無効
型によった場合と同様に，あらゆる行為が目的の範囲内であるといわんばかりの解
釈に頼るほかなくなる。これを免れるには，選択肢は二つしかない，と捉えられて
きた。一つは，民法54条が準用（現在では，会社法349条５項・599条５項で規定…
…筆者注）されていることを顧みないようにしながら，絶対有効型の法律構成にま
で踏み出すことである。もう一つは，商法12条（現在は，会社法908条１項……筆者
注）が存在していることを顧みないようにしながら，無権代理型ないし相対無効型
の法律構成を，絶対無効説とは異なる結論が導けるという認識のもとに，採用し続
けることである。このいずれにも問題を感じる者は，民法43条（現在の34条……筆
者注）適用否定説へ踏み出せない。ここだけが安住の地であるからである。どれだ
け意識されていたかは別として，判例や通説が，民法43条（現在の34条……筆者注）
適用否定説からいかに説得的な批判が加えられようとも民法43条（現在の34条……
筆者注）適用説を離れようとしなかった最大の理由は，ここにあったのではないか
とすら想像される。また，竹内が立法論しか論じようとしなかった理由も，安住の
地から踏み出す困難さに敏感であったことに求められうるように思われる。」。
（70）
こうした解釈上の難点を克服し得ない限り，法人の目的が代表権ないし代理権を
制限していると解する説や，営利法人には民法34条の適用を否定し，法人の目的は
内部的に業務執行権を制限したものにすぎないと解する説に，判例が踏み出すこと
はないであろう。
こうして，法人の「目的の範囲」は法人の権利能力及び行為能力を制限したもの
と解した上で，「法人の種類に応じて，法人の構成員の利益と第三者の利益を適当
に調整するための『一般条項』的なものとして，巧みに用いられて来た」
（71）
との機
能を精緻に展開していくことが，今後の判例法理の課題といえよう。
Ⅴ　終わりに
我が国においては，民法１条・90条などの一般条項は多様な機能を営んでおり，
民法34条も法人の活動の対外的・対内的限界を定める一般条項として，重要な機能
を営むといえる。くしくもイギリス法を母法とした民法416条が，母法と異なる柔
軟な「相当因果関係説」によって我が国に根付いたように，イギリス法を母法とし
た民法34条も柔軟な一般条項としての役割を付与される中で，我が国の社会におい
てしっかり根付いたものとして発展を遂げているといえよう。
民法34条は，昭和40年に竹内昭夫教授が論文をだされ，「『歴史的にいっても何ら
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の根拠もなく，ただ誤解によって法の世界へ入って来て，100年近くもの間実業家
と法律家を疫病のように悩ませて来た不名誉な法律制度を除去する』ことが必要で
ある。そして理論的にいえば，恐らく公益法人についても目的による能力制限の原
則を廃棄してよいのではないかと考える。」と述べられたことから，
（72）
長い間退潮傾
向にある日蔭の存在として多くの学説により扱われてきたが，判例の中で一般条項
として多様な機能を果たし，平成18年法律第50号の改正がなされた今日にあっては，
竹内昭夫教授の主張の呪縛から民法34条を解き放し，未来のある存在として再評価
してもよいのではなかろうか。
注
（１）石井照久「会社の権利能力ー目的による制限を中心としてー」法協76巻２号３頁以下
（1959），竹内昭夫「会社法における Ultra Vires の原則はどのようにして廃棄すべきか」アメ
リカ法１号22頁以下（1965），星野英一「日本民法典に与えたフランス民法の影響ー総論，総
則（人ー物）」『民法論集第１巻』99頁・123頁（有斐閣，1970），前田達明「法人の権利能力・
行為能力・不法行為能力（1）」法教109号64頁以下（1989），海老原明夫「穂積陳重と Ultra
Vires の法理（その一）」ジュリ970号10頁以下（1990），同「穂積陳重と Ultra Vires の法理
（その二）」ジュリ973号10頁以下（1991），同「穂積陳重とUltra Viresの法理（その三）」ジュ
リ975号12頁以下（1991），河内宏「民法43条・53条～55条（法人が権利を有し義務を負う範囲
と理事の代表権）」広中俊雄・星野英一編『民法典の百年Ⅱ　個別的観察（１）総則編・物権
編』１頁以下（有斐閣，1998），四宮和夫＝能見善久『民法総則』103頁以下（弘文堂，第７版，
2005），内田貴『民法Ⅰ総則・物権総論』241頁以下（東京大学出版会，第４版，2008）参照。
民法34条の立法趣旨につき，『未定稿本／民法修正案理由書』は，以下のように論ずる。す
なわち，
「法人ハ固ト法律ノ創設ニ係リ或目的ノ為メニ存スルモノナルヲ以テ其権利能力モ法律ノ規定
及ヒ其目的ノ範囲内ニ於テノミ存シ其限界以外ニ於テハ法律上ノ存在ヲ有スルコトナシ特別法
ニ因リテ特ニ創設セラレタル法人ノ権利義務ハ主トシテ其規定ニ依リテ定マリ一般法若クハ特
別法ノ一般規定ニ従ヒテ設立シタル法人ノ権利義務ハ主トシテ其定款若クハ寄附行為ニ依リテ
定マルモノナリ而シテ法人ノ私法上ニ於ケル権利義務ハ財産ニ属スルモノナルヲ通常トスレト
モ特別法ニ因リ或ハ財産以外ノ権利ヲ有シ義務ヲ負フコトナシトスヘカラス故ニ本條ニ於テハ
単ニ権利義務ト云ヘリ　　
中世以来往々法人ノ擬制ヲ不当ニ拡張シ法人ハ自然人ニ均シキ能力ヲ有スルモノナリトシタ
レトモ近世ニ至リテハ法人ハ限定能力ヲ有シ其能力ハ其設立ノ目的ニ因リテ限界セラルルモノ
ナリトノ説ハ殆ト疑ヲ容ルル者ナキニ至レリ故ニ法人ノ行為ニシテ其設立ノ目的ノ範囲外ニ在
ルモノハ謂ハユル越権行為ニシテ（Ultra vires）之ヲ無効トスヘキヤ固ヨリ論ヲ竢タサルナリ」
（広中俊雄編『民法修正案（前三編）の理由書』99頁以下〔有斐閣，1987〕）。
こうしたことからも，民法34条が英米法の能力外法理（ultra vires）に由来することは明ら
かである。
（２）竹内・前掲注（１）46頁。
（３）営利法人に関し，法人の能力を規定する民法34条（旧民43条）の規定の類推適用を否定し，
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○ 　 ○ 　 ○ 　 ○
法人の目的は内部的に業務執行権を制限したものにすぎないと解する説として，上柳克郎「会
社の能力」田中耕太郎編『株式会社法講座第１巻』94頁以下（有斐閣，1955），服部栄三「会
社の能力」『株式の本質と会社の能力』127頁（有斐閣，1964），田中誠二『再全訂会社法詳論
（上巻）』76頁以下（勁草書房，1982），坂田桂三『現代会社法』81頁（中央経済社，第２版，
1993），森本滋『会社法（現代法学）』52頁（有信堂高文社，1993），前田達明「『法人における
目的論』覚書」林良平先生献呈論文集刊行委員会編『現代における物権法と債権法の交錯』
344頁以下（有斐閣，1998），末永敏和『会社法─基礎と展開』10頁（中央経済社，第３版，
2002），丸山秀平『株式会社法概論』42頁（中央経済社，４訂版，2003），加美和照『新訂会社
法』24頁（勁草書房，第９版，2007）などがあり，商法学者の多数説である。
（４）内田教授も，「商法学者の間では，2006（平成18）年改正前の民法旧43条（現34条）につい
て，法人の権利能力を制限するものと理解したうえで，会社には適用されないとの立場をとり，
会社において目的の範囲は単に代表機関（代表取締役）の内部的義務を定めたものに過ぎない，
と解するのが多数説であった。これによると，目的の範囲外の取引も会社との関係では完全に
有効であり，ただ代表者の内部的責任を生ずるに過ぎない。取引の安全という観点からは，こ
の説が最も徹底しているが，民法の改正により34条は法人全体についての原則規定になったか
ら，会社には適用されないという解釈はとりづらくなった。」と指摘される（内田・前掲注（１）
249頁以下）。また，江頭教授も，民法34条は，「株式会社を含むすべての法人の権利能力が定
款所定の目的（会社27条１号・576条１項１号［会社］）によって制限される趣旨を示すものと
解される（民32条２項）。」と指摘される（江頭憲治郎『株式会社法』29頁（有斐閣，第２版，
2008）。さらに，神田教授も，「改正後の民法34条は，会社にも適用される」とし（神田秀樹
『会社法』５頁（弘文堂，第10版，2008），同旨の見解として，山田誠一「これからの法人制度
（第一回）」法教321号14頁（2007），葉玉匡美『会社法大系第１巻』105頁〔江頭憲治郎＝門口
正人編〕（青林書院，2008）），弥永教授も，会社にも民法34条の「適用があると解するのが自
然であろう」と指摘する（弥永真生「メセナ」法セ624号92頁（2006））。
（５）前田・前掲注（１）67頁。
（６）拙稿「 Ultra Vires の再評価」新報108巻５･６号228頁（2001）。なお，イギリス法の動向に
関し，加美和照「イギリス会社法における能力外の理論の改正」酒巻俊雄先生還暦記念『公開
会社と閉鎖会社の法理』173頁以下〔石山卓磨＝上村達男編〕（商事法務研究会，1992），斉藤
武「能力外原則の改正ー1989年英国会社法ー」法学54巻６号91頁以下（1991）参照。また，ア
メリカ法の動向に関し，上柳克郎「アメリカ株式会社法に於ける ultra vires 理論」論叢53巻
５･６号26頁以下（1947），新関寛夫「アメリカ会社法における ultra vires（能力外）法理とそ
の退潮」商学論集26巻１号130頁以下（1957），竹内・前掲注（１）28頁，竹内昭夫＝大塚市
助＝中島健作「目的による能力制限（ultra vires）の原則」リチャード W. ジェニングズ＝北
沢正啓編『アメリカと日本の会社法』10頁（商事法務研究会，1965），並木俊守「アメリカ制
定法による能力外原則（doctrine of ultra vires）の廃止とこれが日本会社法に及ぼす影響」田
中誠二先生古稀記念『現代商法学の諸問題』329頁以下（千倉書房，1967），加美和照「会社の
能力と定款の目的」田中誠二先生古稀記念『現代商法学の諸問題』112頁以下（千倉書房，
1967），前田・前掲注（１）69頁，並木俊守＝並木和夫『現代アメリカ会社法』48頁以下（中央
経済社，改訂版，1989）参照。
（７）柳川俊一・最高裁判所判例解説民事篇昭和45年度（下）88事件評釈897頁（法曹会，1971）。
（８）森泉章「非営利法人の『目的範囲』外の行為について」林良平先生還暦記念『現代私法学
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の課題と展望上』15頁以下（有斐閣，1981）。
（９）大塚喜一郎『協同組合法の研究』391頁（有斐閣，増訂版，1968），上柳克郎『協同組合法』
70頁（法律学全集，有斐閣，1960）。
（10）喜多川篤典「判批」ジュリ212号117頁以下（1960），同「判批」ジュリ236号86頁以下
（1961），同「判批」315号108頁以下（1965）。
（11）上柳克郎「法人の目的たる事業の範囲外の取引―協同組合に関する判例を中心として―」
論叢70巻６号11頁（1962）。なお，同様の指摘をするものとして，高木多喜男『新版注釈民法
（２）総則（２）』256頁〔林良平＝前田達明編〕（有斐閣，1991）。
また，星野教授は，「員外貸付の禁止の趣旨が，組合の財産を組合員に貸しつけるために維
持する点にあると解すれば，貸付行為自体は無効とし，直ちにその回収をはからせること，し
かし，特に組合を保護している所から，金融秩序維持のために，利息は約定利率にはよらせな
い（通常は法定利率。相手によっては，それより高いこともありうる（前掲の最判昭和38年３
月24日民集1720頁に対する星野評釈参照））とするのが，妥当な解決であろう」とされる（星
野英一「判批」法協84巻４号142頁（1967））。
さらに，河内教授も，「実質的にみた場合，協同組合が非組合員に金銭を貸し付けることを
認めることは国家の政策という観点から見て好ましくない。つまりすでに述べたように，協同
組合には，税法上・金融上の保護が与えられているが（今日，例えば法人税法66条３項参照），
これは，組合が目的の範囲内で事業を行うことを前提に与えられたものであるから，この保護
の反面として，員外貸付といったようないわば一般金融の市場への進出は国家の政策として禁
ぜられている，ということである。この国家の政策が43条（現34条……筆者注）を通して実現
されるべきであるとすると，いわゆる員外取引の場面で43条（現34条……筆者注）が機能して
いるのは正当である，といえよう。もちろん，この国家の政策は，［24］（最判昭35年７月27日
民集14巻10号1913頁〈非組合員からの信用組合への預金を目的の範囲内とする〉……筆者注）
で述べられているように，員外取引をした組合役員に罰則を科することで実現すれば足りる，
との判断も可能であろう。しかし，43条（現34条……筆者注）を適用して例えば員外貸付を無
効とすれば，高い約定利息で貸し付けていた場合も組合は約定利息を要求できなくなるので，
43条（現34条……筆者注）の適用を認める方が一般金融市場への進出を禁止しようとする国家
の政策の実現により寄与することになる，ということができよう。」とされる（河内・前掲注
（１）49頁以下）。
（12）朝日新聞2007年12月25日。
（13）河内・前掲注（１）49頁以下。
（14）前掲注（12）朝日新聞。定款で員外貸付を認める農業協同組合が法令で許容される限度を超
過する場合には，行政庁により農業協同組合法95条１項の必要措置命令が発せられることがあ
るし，また，同法35条の６第１項による損害賠償責任を農業協同組合の役員が追及されること
もある。なお，法令の制限を超過した農業協同組合の員外貸付の効力は有効とする見解もある
が（本山悌吉『〈特別法コンメンタール〉農業協同組合法』101頁（第一法規出版，1974）），法
令の制限を超える農業協同組合の一般金融市場への進出を禁止するという国家の政策がある以
上，その政策は民法34条に反映され，当該事業年度において法令の制限を超過した時点以降の
員外貸付が無効となりうると解すべきである。
（15）「JAバンクの貯金残高は約81兆円。郵便貯金にこそ及ばないが，メガバンク一角の三井住友
銀行の預金残高を上回る。金融界からは，郵便局と並んで『民業圧迫』として批判を浴び」て
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いるとの実態がある（前掲注（12）朝日新聞参照）。
（16）メンバーシップ制（出資関係が利用関係に優越）とユーザーシップ制（利用関係が厳しく
問われる）とに区別した時，農業協同組合が，メンバーシップ制をとるなら員外利用は無条件
で認めるが税法上の恩典は廃止し，ユーザーシップ制をとるなら，員外利用，准組合員制度は
認めず，すべての利用者を正組合員化する方向が考えられるが（石田正昭「協同組合の特性を
生かしたJA改革ー1995年ICA声明を基準としてー」協同組合論の今日的解釈研究会『農業協同
組合の今日的解釈と将来への展望ー「協同組合論の今日的解釈研究会」中間報告ー』43～55頁
（2005）），金融・税法上の恩典がある農業協同組合として存続するなら，ユーザーシップ制を
貫徹すべきであり，員外利用，准組合員制度を認めるべきでないといえよう。
（17）客観的抽象的基準説は，定款の目的遂行に必要か否かの判断を，問題となっている行為が，
定款記載の目的に現実に必要であるかどうかの基準によるべきではなくして，定款の記載自体
から観察して，客観的に抽象的に必要であり得べきかどうかの基準に従って決すべきものとす
る立場であり，具体的事情説は，定款の目的遂行に必要か否かの判断を具体的事情を考慮して
判断する立場である。なお，協同組合のケースで客観的抽象的基準説に立った判例があるが
（最判昭和44年４月３日民集23巻４号737頁〔農業協同組合の手形行為〕，最判昭和44年７月４
日民集23巻８号1347頁〔労働金庫の員外貸付〕，最判昭和45年７月２日民集24巻７号731頁〔信
用協同組合の手形行為〕），事案の特殊性があることから，協同組合の目的の範囲を客観的抽象
的基準説で判断していると一般化すべきでないと指摘されている（高木・前掲注（11）259頁以
下，前田達明「判批」星野英一＝平井宜雄編『民法判例百選Ⅰ総則・物権』23頁（有斐閣，第
４版，1996），山崎敏彦「法人の目的の範囲」森泉章教授還暦記念『現代判例民法学の課題』
33頁（法学書院，1988），小林一俊「判研」金判741号48頁（1986））。
（18）上柳・前掲注（11）25頁，高木・前掲注（11）260頁以下，河内・前掲注（１）49頁。
（19）宮崎俊行「判批」民商55巻６号170頁（1967）。金融の専門家でない者が一般金融市場に進
出し多額の不良債権を負った最近の例としては，2005年４月に1000億円を出資して東京都の新
銀行がスタートしたが，2007年11月には累積赤字が936億円となり，2008年３月に400億円の都
税追加投入を余儀なくされた例がある。
（20）最判平成８年３月19日民集50巻３号615頁。
（21）私人間への憲法の間接適用の媒介となる一般条項の役割を，民法34条の法人の「目的の範
囲」は果たすと指摘するものとして，西原博史「判批」ジュリ1099号102頁（1996），芹沢斉
「『人権』と法人の憲法上の権利の享有」青法38巻３＝４号482頁（1997），橋本基弘「税理士会
政治献金訴訟最高裁判決ー非政治団体の政治的自由と構成員の思想・信条の自由　補論ー」高
知女子大学紀要人文・社会科学編45巻38頁（1997），拙稿「政治献金と法人の目的の範囲ーア
メリカにおける政治資金規制を素材としてー（二・完）」山院43号44頁（1999），田中祥貴「判
批」六甲台論集46巻２号225頁（1999），市川正人「判批」ジュリ1179号11頁（平成11年度重判
解，2000），中島徹「団体の決定と，その構成員の思想・信条」法セ553号25頁（2001），大津
浩「私的団体の強制加入性と構成員の人権」棟居快行ほか編『プロセス演習憲法』８頁（信山
社，2004）。
（22）南九州税理士会政治献金訴訟に関する最高裁判所調査官解説においても，「本件決議は，使
途を明示した特別会費の徴収の決議でありこのような方法によらずに税理士会が政治献金を一
般会費による財源から支出した場合はどうであろうか。本件のように会費の徴収を問題にする
ことは困難であるが，事実関係によっては少なくとも金員の寄付を決定した役員の責任が問題
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となるであろう。」としており（八木良一「判解」最高裁判所判例解説民事篇平成８年度（上）
11事件評釈227頁（法曹会，1999）），税理士会が政治献金を一般会費による財源から支出した
場合であっても無効となる（それ故に役員の責任が問題となる）と解している。また，河内教
授も，南九州税理士会政治献金訴訟最高裁判決では，「構成員から臨時の出資を強制すること
が問題になっているのであるが，政治献金は法人の目的の範囲外であるとしているので，法人
の資金から支出することも許されないことになると思われる。」としている（河内・前掲注（１）
52頁）。同様の指摘をするものとして，渡辺康行「判批」ジュリ1113号13頁（平成８年度重判
解，1997）。
（23）神戸地裁尼崎支判平成19年７月17日判時1995号104頁。なお，拙稿「判批」判評596号18頁
（2008）参照。また，この事案は，大阪高裁において控訴人吉岡周三氏と被控訴人兵庫県行政
書士会との間で平成20年３月31日に和解が成立し，兵庫県行政書士会の現旧役員ら４人が130
万円を同会に支払うとともに，同会は「今後，本件第一審判決を尊重し，政治団体に対し，寄
付行為を行わないことを確約する」とされている（朝日新聞2008年４月１日，吉岡訴訟を支援
する会編『兵庫県行政書士会　違法政治献金事件　記録集』９頁〔専修大学法科大学院図書館
所蔵〕）。
（24）こうした指摘をするものとして，中島茂樹「判批」法教192号97頁（1996），森泉章「判批」
判評457号36頁（1997），木下智史「税理士会による政治献金と会員の思想・信条の自由」セレ
クト198号11頁（1997），渡辺康行「判批」ジュリ1113号13頁（平成８年度重判解，1997），拙
稿「法人の目的の範囲―政治献金は法人の権利能力の範囲内か―」山院38号306頁（1997），甲
斐道太郎「政治献金と税理士会の目的の範囲」リマークス15号10頁（1997），北野弘久『税理
士制度の研究』242頁（税務経理協会，増補版，1997），芹沢・前掲注（21）484頁，河内・前掲
注（１）52頁，滝沢聿代「法人と理事の責任」法教251号65頁（2001）。この点，熊谷組政治献
金訴訟第一審判決（福井地判平成15年２月12日判時1814号151頁）で，「政治資金の寄附は，対
価を伴わない寄附の性質上，直接に会社の営利の目的に資することはない（間接に営利の目的
に資するか否かも不透明である。）。のみならず，被告らが主張する自由主義的経済体制の維持
ないし発展についても，現在の政治状況においては自由主義的経済体制を採用するとの点で主
要な政党が一致しているから，政治資金の寄附が自由主義経済体制の維持ないし発展に結びつ
くとも認められない。そうすると，結局，会社の利益獲得に対する効果は極めて間接的で希薄
なものに過ぎず，会社にとって政治資金を寄附する高度の必要性・有用性があるとは通常は考
えられない（仮に政治資金の寄附が政党政治の発展に資する面があるとしても，会社の営利の
目的に対する効果の点では同様であるし，他に利益獲得に関わる具体的な効果や寄附の必要性
があるのであれば，会社において立証すべきである。）。また，政治資金の寄附の相手方は政党
その他の政治団体であるから，一般の社会貢献活動への寄附とは異なり，社会への貢献，会社
の社会的責任の遂行とも係わりがなく，会社に対する社会の評価を直接・間接に維持し高める
効果も有しない。従って，政治資金の寄附は，通常，会社の定款所定の目的の実現とも関連性
は希薄である。」との正当な判断が示されているが，結論が「目的の範囲外」との判断でなく，
取締役の「善管注意義務違反」の判断にとどまったのは残念である。なお，アメリカでは，当
初は，法人の政治献金は，ultra vires で無効とされていたが，やがて制定法が法人の政治献金
を禁止していくに及んで，ultra vires は制定法に取って代わられるに至っているのであり（拙
稿・前掲注（21）43頁），これを裏返せば，制定法が法人の政治献金を禁止しないならば，法人
の政治献金は ultra vires で無効とされることを看過してはならないであろう。
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ところで，構成員の投票の自由ひいては構成員の政治的信条の自由を侵害しない場合には，
例外的に法人が政治献金できると解してよい。こうした場合として，①傾向企業が政治献金を
行う場合，②法人の構成員全員が政治献金に賛成して法人が献金を行う場合，③法人の構成員
から政治献金を行うための任意の寄付を徴収し，その協力を得られた構成員から得た金額を法
人が献金する場合については，構成員の投票の自由ひいては構成員の政治的信条の自由を侵害
しないから，例外的に法人が政治献金できると考える（拙稿・前掲注（21）45頁）。前掲最判平
成８年３月19日は，「多数決原理によって団体の意思として決定し，構成員にその協力を義務
付けることはできないというべきであり」，「税理士会が政党など規正法上の政治団体に対して
金員の寄付をする」活動を「税理士会の目的の範囲外」であるとした文脈に照らせば，ここで
禁止されているのは，政治献金を，反対構成員がいるにもかかわらず，徴収決議に基づいて税
理士会の構成員から個別に強制徴収する場合や，税理士会の一般財産から支出する場合であっ
て，反対構成員に協力を義務付けない活動，すなわち，税理士会の構成員全員が政治献金に賛
成して税理士会が献金を行う場合や，税理士会の構成員から政治献金を行うための任意の寄付
を徴収し，その協力を得られた構成員から得た金額を税理士会が献金する場合まで，税理士会
の政治献金を禁止したものと読むべきではなかろう。しかし，こうした例外論には，次の制約
があるといえる。すなわち，学校法人のように，「政治教育その他政治的活動をしてはならな
い」とされている場合（教育基本法14条２項）には，政治献金は認められない。また，特定非
営利活動法人のように，「特定の公職……若しくは公職にある者又は政党を推薦し，支持し，
又はこれらに反対することを目的とするものでないこと」という要件を充たす団体であること
が要求され（特定非営利活動促進法２条２項２号ハ），「特定非営利活動法人は，これを特定の
政党のために利用してはならない」という規制が及んでいる以上（同法３条２項），政治献金
は認められない。さらに，政治資金規正法により禁止されている場合，すなわち，国（地方公
共団体）から補助金，負担金，利子補給金その他の給付金の交付の決定を受けた会社その他の
法人の政治献金，国（地方公共団体）から資本金，基本金その他これらに準ずるものの全部又
は一部の出資又は拠出を受けている会社その他の法人の政治献金の場合（同法22条の３），三
事業年度以上にわたり継続して政令で定める欠損を生じている会社の政治献金の場合（同法22
条の４），外国人，外国法人又はその主たる構成員が外国人もしくは外国法人である団体その
他の組織の政治献金の場合（同法22条の５）にも，政治献金は禁止される。さらに，贈賄罪
（刑法198条）にあたるような犯罪を構成する政治献金も禁止される。
（25）八幡製鉄政治献金訴訟に関し，最大判昭和45年６月24日民集24巻６号625頁，熊谷組政治献
金訴訟に関し，最決平成18年11月14日商事1783号56頁。
（26）国労広島地方本部組合費請求事件に関し，最判昭和50年11月28日民集29巻10号1698頁。
（27）住友生命・日本生命政治献金訴訟に関し，最決平成15年２月27日商事1662号117頁以下。な
お，日本生命政治献金訴訟判決を批判したものとして，拙稿「相互会社の政治献金と相互会社
の目的の範囲─日本生命政治献金社員代表訴訟を素材として─」新報110巻１･２号381頁以下
（2003），新山雄三「いわゆる中間法人の政治献金能力─日本生命政治献金事件大阪地裁判決に
ついて─」専法87号137頁以下（2003）参照。また，住友生命政治献金訴訟判決を批判したも
のとして，新山雄三「判批」判タ1179号120頁以下（2005）参照。
（28）岡原昌男元最高裁判所長官発言『第128回国会衆議院　政治改革に関する調査特別委員会議
録』第13号12頁以下（1993年11月２日）。
（29）前掲注（26）判決。
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（30）二段階説と一段階説の判例・学説の対立を整理し，二段階説の不当性を詳論したものとし
て，拙稿「法人の目的の範囲と構成員の協力義務の限界論との関係」専修大学法学研究所紀要
31『民事法の諸問題ⅩⅡ』１頁以下（専修大学出版局，2006）。
（31）東京高判平成11年３月10日判時1677号22頁。なお，二段階説に立つ群馬司法書士会震災復
興支援金事件の最高裁判決（最判平成14年４月25日裁判集民206号233頁）も，明確ではないが，
司法書士会の政治献金の場合は司法書士会の目的の範囲外とする判断を前提しているとすれ
ば，二段階説Ｂの立場といえる。
（32）内田教授は，「法人の機関が行なった決定に対する構成員からの異議申立てであり，そのよ
うな紛争において，目的の範囲は，構成員の権利を守り内部的な責任を追及するための規範
（いわば法人にとっての憲法）としての役割を演じている。このような紛争は，法人の行為の
対外的な効力が目的の範囲との関係で争われる紛争と区別する必要がある。災害の被害者に対
する寄付も，贈与契約の効力が争われるのではなく，当該法人がなすべき行為についての内部
的な統制（ガバナンス）の場面で問題とされる限り，目的の範囲の解釈は，まさに本来の目的
にそくしてなされるべきである。」と述べて（内田・前掲注（１）246頁），法人の「目的の範囲」
が対外的関係のみならず対内的関係も規律することを認めている。
（33）前掲注（25）最大判昭和45年６月24日。
（34）拙稿・前掲注（30）30頁。
（35）労働組合の政治献金に関し，組合員からの個別徴収のみならず組合基金からの支出も否定
する見解として，片岡昇「判批」判評88号18頁以下（1966），川口実「労働組合の政党支持の
自由と統制権」季労67号16頁以下（1968），籾井常喜「政治活動の自由と組織統制の限界」季
労71号46頁（1969），西谷敏「労働組合の政治活動と内部関係ー主として政党支持問題を中心
として」労旬873号18頁・24頁（1975），石川吉右衛門『労働組合法』54頁以下（有斐閣，1978），
下井隆史『労使関係法』41頁以下（有斐閣，1995），菅野和夫『労働法』504頁（弘文堂，第８
版，2008）などがある。また，分離論を批判するものとして，蟻川恒正「思想の自由と団体紀
律」ジュリ1089号203頁以下（1996），長谷部恭男『憲法』220頁（新世社，1996），拙稿・前掲
注（24）304頁以下，甲斐道太郎「判批」リマークス15号10頁（1997）などがある。
（36）鈴木竹雄＝伍堂輝雄＝四宮和夫＝矢沢惇＝小林直樹「会社の政治献金の法律問題ー東京高
裁の判決をめぐってー」ジュリ343号36頁以下〔四宮発言〕（1966）。
（37）柳川・前掲注（７）。
（38）四宮発言・前掲注（36）38頁。
（39）こうしたアメリカの動向に関しては，拙稿・前掲注（６）217頁以下。
（40）最判昭和50年12月１日判時798号14頁。
（41）前掲注（31）東京高判平成11年３月10日・最判平成14年４月25日。
（42）鈴木竹雄「政治献金事件の最高裁判決について」商事531号４頁以下（1970）。同旨弥永・
前掲注（４）94頁。
（43）八幡製鉄政治献金訴訟最高裁大法廷判決（前掲注（25）最大判昭和45年６月24日）で，補足
意見を書いた松田裁判官は，金額の多寡が「目的の範囲」を左右するとの立場に立ち，「寄附
の効力がきわめて不安定になるとの非難」を予想して，次のように論じている。すなわち，
「それは，従来，『正当の事由』ということが，各場合の状況により具体的に判断されるに類す
るといえよう。そして，会社による寄附の効力は，新しく提起された問題であるが，やがて判
例の積み重ねによってその基準が次第に明らかになってゆくであろう（会社関係において画一
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的基準が明らかでないことは，望ましいことではない。しかし，止むを得ない場合には，かか
ることを生じるのである。たとえば，株式の引受または株金払込の欠陥がある場合，それがい
かなる程度のもののとき会社の設立無効を来すかは，具体的に決める外はないのである）」。
（44）八幡製鉄政治献金訴訟最高裁大法廷判決（前掲注（25）最大判昭和45年６月24日）の松田補
足意見は，「会社の代表者が恣意的に当該会社としては不相応の巨額の政治献金をしたときで
も，それが有効となり，その事により会社の経営が危殆に陥ることすら生じ得るであろう。か
かることは，企業の維持の点よりしても，また，社会的観点よりしても，寒心すべきはいうま
でもないのである。」と指摘する。
（45）こうした指摘をするものとして，八幡製鉄政治献金訴訟最高裁大法廷判決（前掲注（25）最
大判昭和45年６月24日）の大隅補足意見参照。
（46）八幡製鉄政治献金訴訟最高裁大法廷判決（前掲注（25）最大判昭和45年６月24日）の松田補
足意見は，「その献金が会社の権利能力の範囲外の行為として無効と認められる場合でも，相
手方の保護を全く欠くわけではない。何となれば，これを約した会社の代表取締役は，民法
117条により相手方に対しその責に任ずべきものだからである。」と指摘する。
本人が虚無人の場合，または，本人が実在するも本人に権利義務を帰せしめ得ない場合，民
法117条の無権代理人の責任が類推適用されるとするのが，学説・判例である。判例上，株式
会社の発起人が設立登記前に右会社の代表取締役として第三者と契約を締結した場合につき，
民法117条の類推適用を肯定してその発起人の責任を認めたものとして，最判昭和33年10月24
日民集12巻14号3228頁がある。また，手形法８条の事例ではあるが，実在しない法人の代表者
名義で手形を振り出した場合に，その者の責任を手形法８条を類推適用して認めたものとして，
最判昭和38年11月19日民集17巻11号1403頁がある。理事等が虚無人を代理した場合に民法117
条の責任を認める見解として，幾代通『民法総則』367頁（青林書院，第２版，1984）がある。
なお，近江幸治『民法講義Ⅰ〔民法総則〕』131頁（成文堂，第６版，2008）は，目的の範囲
外の行為については法人の責任は発生しないが，決議に賛成した社員・理事及び執行した理事
等の個人責任（民法709条）が発生し，これらの者は共同不法行為による連帯責任を負うとさ
れる（民法719条１項）。
（47）金額の多寡によっては，無効となることを認めるものとして，前掲注（25）最大判昭和45年
６月24日の松田二郎補足意見（入江俊郎，長部謹吾，岩田誠が同調）と大隅健一郎補足意見
（松田二郎補足意見は，金額の多寡で法人の目的の範囲が影響を受けることを肯定しているの
に対し，大隅健一郎補足意見は，目的の範囲の問題と扱わず，法人たる会社が社会の構成単位
たる社会的実在であることに基づいて寄付が認められるから社会通念上相当と認められる範囲
で権利能力が認められるとして，金額の多寡で会社の権利能力の範囲が影響を受けることを肯
定する），前掲注（31）東京高判平成11年３月10日・前掲注（31）最判平成14年４月25日，竹
内＝大塚＝中島・前掲注（６）32頁以下，石井照久『商法論集』61頁（勁草書房，1974），河内
宏「法人の目的の範囲」森泉章ほか編『民法基本論集１巻』66頁（法学書院，1994），遠藤浩
『民法基本判例１総則』35頁（信山社，1995），船越隆司『民法総則　理論と実際の体系１』
408頁（尚学社，第３版，2003），近江・前掲注（46）130頁がある。また，前田教授も，営利法
人の政治献金を目的の範囲内とすることにつき，「多額の場合に疑問が残る」とされており
（前田達明「法人の権利能力・行為能力・不法行為能力（２）」法教110号59頁（1989）），同様
の見解に立つと思われる。
（48）大津地判平成18年11月27日判例集未登載。橋本教授は，南九州税理士会政治献金訴訟最高
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裁判決・群馬司法書士会訴訟最高裁判決を説明した後，「団体の活動と構成員の協力義務の範
囲に関わる問題については，第一審判決の方が最高裁の判例理論と整合的であるようにも思わ
れる。」と指摘されるが（橋本基弘「判批」判評596号24頁（2008）），正当である。
（49）大阪高判平成19年８月24日判時1992号72頁。これに賛成するものとして，多田一路「判批」
法セ636号117頁（2007）があり，これに反対するものとして，西村枝美「判批」セレクト330
号６頁（2007）がある。西村准教授は，群馬司法書士会訴訟最高裁判決を「参考にしつつ，立
論すれば，本件決議を無効とするのは難しいと思われる。」と的確に指摘される。
（50）最決平成20年４月３日判例集未登載。
（51）群馬司法書士会訴訟最高裁判決を担当した裁判官と自治会の募金訴訟最高裁決定を担当し
た裁判官は，第一小法廷の裁判官であり，横尾和子裁判官のみが両者を担当している（前者の
判決では反対意見，後者の決定では裁判長）。横尾和子裁判官は，司法書士会の災害救援資金
の寄付は，「被災した他の司法書士会又はその会員に見舞金を寄付することも，それが社会的
に相当と認められる応分の寄付の範囲内のものである限り，司法書士会の権利能力の範囲内に
あるとみる余地はある」が，「被災した司法書士の個人的ないし物理的被害に対する直接的な
金銭補てんや見舞金の趣旨，性格が色濃く残っていたものと評価せざるを得ない」という「趣
旨，性格を有する本件の3000万円の寄付は，社会的に相当と認められる応分の寄付の範囲を大
きく超えるものであるといわざるを得ず，それが被上告人（群馬司法書士会……筆者注）の権
利能力の範囲内にあるとみることはできないというべきである」と反対意見を述べていたにも
かかわらず，自治会が「希望ヶ丘小学校教育後援会，甲南中学校教育後援会，赤い羽根共同募
金会，甲賀市緑化推進委員会（緑の募金），甲賀市社会福祉協議会，日本赤十字社及び滋賀県
共同募金会（歳末助け合い運動）」への募金や寄付金に充てるため，自治会費を年6000円から
年8000円に増額する決議をし，増額分は前記各会への募金等に充て，翌年度には繰り越さない
決議を定期総会で行ったことに関し，「会員の思想，信条の自由を侵害するものであって，公
序良俗に反し無効というべきである」との第二審判決を支持したのは，論理の一貫性を著しく
欠いた判断として非難を免れないであろう。横尾裁判官の前者の反対意見からするならば，自
治会の寄付のケースは，会員の思想，信条の自由の侵害を問題とするのでなく，募金や寄付金
に充てるため2000円の自治会費を増加するという点が，相当な範囲を超えるとして寄付金の多
寡を問題とすべきであったと考える。
なお，自治会（地縁による団体）は「公共団体その他の行政組織の一部」ではないので（地
方自治法260条の２第６項参照），行政が福祉の予算を後退させ自治会を指導して「寄付金とい
う名の税金を徴収する」（原告代理人吉原稔氏の見解）という実態があるならば，それは前記
地方自治法に違反し租税法律主義（憲法84条）に実質的に抵触するという理由から，自治会の
本件決議を違法とすべきであったといえる。また，そもそも，第二審判決が本件決議を違法と
した最大の理由は，「その強制は社会的に許容される限度を超える」という点にあったのであ
り，班長や組長の業務軽減という目的に対し，会費増額に反対して支払いを拒む者に自治会離
脱届の提出を求める（その結果，「①甲南町からの配布物を配布しない，②災害，不幸などが
あった場合，協力は一切しない，③今後新たに設置するごみ集積所やごみステーションを利用
することはできないという対応」が自治会離脱後なされることになる）という手段が著しく均
衡を欠いているという点にあった（同様の指摘をするものとして，橋本・前掲注（48）25頁）。
地方自治法260条の２第７項が，認可を受けた地縁団体は，「正当な理由がない限り，その区域
に住所を有する個人の加入を拒んではならない」と規定し，同条第８項が，「認可地縁団体は，
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民主的な運営の下に，自主的に活動するものとし，構成員に対し不当な差別的取扱いをしては
ならない」と規定するが，「社会的に許容される限度を超える」強制を伴う自治会の本件決議
は，前記規定に違反し違法（取締法規違反を公序良俗違反とするのと同様に公序良俗違反）と
解するならば，従来の判例法理との抵触は避けることができたといえよう。その意味で，自治
会の本件決議を「会員の思想，信条の自由を侵害する」として公序良俗違反と判断した第二審
判決とこれを支持した最高裁決定は，従来の判例法理と整合性を有せず杜撰な法律論であった
と考える。橋本教授が指摘されるように，「本判決は寄付金の会費化をたしなめたというより，
一律かつ強力な強制措置を背景にした活動強制は法の許容するところではないという点を明ら
かにした」もので（橋本・前掲注（48）26頁），少なくとも本判決の射程範囲は「社会的に許容
される限度を超える」強制がある場合に限定すべきである。
（52）川井健『無効の研究』４頁（一粒社，1979）。
（53）例外的に法人が政治献金できる場合として，①傾向企業が政治献金を行う場合，②法人の
構成員全員が政治献金に賛成して法人が献金を行う場合，③法人の構成員から政治献金を行う
ための任意の寄付を徴収し，その協力を得られた構成員から得た金額を法人が献金する場合が
考えられることにつき，前掲注（24）参照。
（54）永井和之「贈収賄の会社法上の問題点─会社法は企業不祥事をどこまで防止できるか」法
教158号32頁（1993）。永井教授は，「贈賄の資金として会社資金を支出するというような行為
は，社会常識から言えば論じるまでもなく違法な会社資金の支出として判断される」とした上
で，「会社の売上を図るべき公営の建設工事の受注獲得の目的で賄賂の金を支出するように，
会社が営利を追及するうえで必要な支出をしたのであれば，それは，会社の目的の範囲内にお
ける業務執行にすぎないもので，たとえそれが贈賄等犯罪に該当する支出であっても，行為者
自身が贈賄罪によって処罰されるにとどまり，会社に対する関係では，その支出は会社経費と
みなされ犯罪視することは出来ない」（永野義一『企業犯罪と捜査』56頁（警察時報社，1992））
との社会常識に反する極論を主張する見解を批判される。
（55）大判昭和13年２月７日民集17巻50頁，最判昭和27年２月15日民集６巻２号77頁，最判昭和
30年11月29日民集９巻12号1886頁など。
（56）潮見佳男『民法総則講義』430頁（有斐閣，2005）。
（57）東京高判平成９年１月28日判タ967号221頁参照。本判決からするならば，Ａ社及びＢ社と
の間で，パラオ共和国事業（パラオ新空港建設事業，電気通信等社会資本に関する事業等）に
関する基本契約を締結し，右契約において，日本電信電話株式会社が，右事業に参加するため
の権利金70億円をＡ社に支払うことを約し，その支払方法として，Ｂ社振出の金額70億円の約
束手形に支払保証の趣旨で裏書してＡ社に交付したという場合に関し，基本契約はパラオ共和
国の新空港の建設及び運営を主要な目的事業として締結されたものであるが，外国の空港建設
工事に参加するようなことはそもそも日本電信電話株式会社の事業には属さないし，電気通信
に関する事業であっても外国におけるものは日本電信電話株式会社の営む事業に属するものと
はいえないことから，客観的抽象的基準で判断しても日本電信電話株式会社の目的遂行に必要
な行為であるとはいえないと解される。日本電信電話株式会社は，「日本電信電話株式会社法
によって設立された株式会社であり，目的及び事業が，国内電気通信事業及びこれに附帯する
業務及び会社の目的を達成するために必要な業務に制限されて」いること，「株式会社として
商法等の規制を受けるほか，特殊法人として，事業計画について郵政大臣の認可を受けること
を要し（日本電信電話株式会社法11条），郵政大臣の監督を受け（同法15条），かつ会計検査院
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による会計検査を必要とすること（会計検査院法22条）等が定められている」という特殊会社
であり，営利法人であっても国家の政策として国内の電気通信に関する事業に限定する必要が
あるといえる。なお，本件は日本電信電話株式会社の支払保証の趣旨での手形の裏書行為が目
的の範囲外で無効であることを直接争った事案でなく，約束手形の所持人であるＸから第二裏
書人とされる日本電信電話株式会社（第二裏書人欄に「日本電信電話株式会社NTT東京通信シ
ステム営業本部長」甲との記名印及び本部長印が押捺された）に対し，主位的には手形金請求
として，第二次的には融資契約の債務不履行による損害賠償請求として，第三次的には使用者
責任に基づく損害賠償請求として内金３億円の支払いを求めた事案であるが，いずれの請求も
棄却されている。
（58）最判昭和44年７月４日民集23巻８号1347頁は，労働金庫の員外貸付を無効としつつ，不当
利得返還の債務を弁済せずして，右貸付の無効を理由に，抵当権ないしその実行手続の無効を
主張することは，信義則上許されないとした事例である。また，最判昭和51年４月23日民集30
巻３号306頁は，病院を経営する財団法人が寄附行為の定める目的の範囲外の事業を行うため
に病院の敷地及び建物の全部とその備品器具等を売却した場合に関し，「本件売買はＸの寄附
行為の目的の範囲外である事業のためにされた無効の行為であるというべきところ，Ｘは，右
売買に先立ち，これを有効ならしめるために寄附行為の定めるところに従って寄附行為の変更
についての評議員会の決議を経たにもかかわらず，その認可申請の手続をとることなく放置し
たまま……右売買及び代金の授受を行ったものであり，更に，Ｘは，……右寄附行為の変更に
つき主務官庁の認可を得て本件売買の追認が可能となった段階において，Ｙ１から本件売買物
件の買戻しの交渉を受けながら，Ｘにはその資金もなく病院経営の意思もないとしてこれを拒
絶したのであり，このことはＸが本件売買を追認したものと解する余地がないではなく，……
これら諸般の事情のもとにおいて，Ｘが本件売買の時から７年10か月余を経た後に本訴を提起
し，右売買の無効を主張して売買物件の返還又は返還に代わる損害賠償を請求することは，信
義則上許されないものと解するのが相当である。」と判示している。
（59）竹内教授は，以下のように指摘される。すなわち，「わが国の判例は，目的条項の解釈を緩
和してきた点ではアメリカやイギリスの判例と共通しているが，このように契約の履行段階が
異なるのに応じて，追認という理論構成や estoppel の法理の利用により，いわば肌目の細か
い解決をして行こうという試みは，遂に生まれなかったのである。つまり，或る契約について
会社の責任を認めるための方法は，その契約を一義的に目的の範囲内に含ませるという方法で
あったのであり，従って実体法的にみる限り，その理論的帰結として，会社がその取引きを繰
り返せば常に目的の範囲内だということになるし，また株主による取締役の責任追及の訴えに
おいても，やはり目的の範囲内だと判断されることになる。そのように，ultra vires の原則を
全面的に後退させてゆくという処理の仕方が，判例の展開として最も望ましい方向であったか
否かは甚だ疑問である。アメリカの判例が，具体的な事案の特殊性に応じていくつかの解決の
方法を使い分けているのに比べると，わが国の判例は，目的条項の弾力的な解釈という一つの
解決方法しか生み出さなかった点において，柔軟性に欠けているように思われる。」（竹内・前
掲注（２）28頁以下）。
また，鍛冶教授も，「員外預金受入を目的外行為で無効であるとし，受入預金を不当利得と
して返還させる場合，民法704条に従い，組合を悪意の受益者として利息（法定利率）を付さ
せ，場合によっては損害賠償の責任を負担させることも可能であり，他方，預金者にも悪意が
あれば，これを認めない等，有効として処理する以上に妥当な解決が期待できると思われる。
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たしかに，『目的ノ範囲内』かどうかは，判断しにくい面があり，その結果，『目的ノ範囲内』
かどうかをめぐって争いがくり返される，という弊害は避けなければならないであろう。しか
し，『目的ノ範囲』外で無効であるから履行を拒絶し責任を免れうると解するためそのような
紛争がくり返されるのであって，信義則の適用により，場合によっては履行を強制し，あるい
は不当利得返還や損害賠償責任を負わせるなどすれば，そのような紛争も次第に減少すること
が期待できるにちがいない。それは一面において，Ultra Vires の原則を弱めることにはなる
が，信義則の適用を排除するほどの強い力を Ultra Vires の原則自体がもっているとはとうて
い言えないはずである。」と指摘される（鍛冶良堅「法人の『目的ノ範囲』」星野英一編『民法
講座　第１巻　民法総則』189頁以下（有斐閣，1984））。
（60）東京地判昭和28年10月７日下民４巻10号145頁。
（61）柳川・前掲注（７）897頁。
（62）通説（梅謙次郎『民法要義　巻之一　総則編』98頁（有斐閣，訂正増補明治44年版復刻，
1984），富井政章『民法原論第１巻総論』251頁以下（有斐閣，1922），鳩山秀夫『日本民法総
論』136頁（岩波書店，1927），穂積重遠『改訂民法総論』216頁（有斐閣，改訂４版，1931），
近藤英吉『註釈日本民法総則編』170頁以下（巌松堂書店，1932），石田文次郎『現行民法総論』
132頁（弘文堂書房，1934），田中耕太郎『改正会社法概論』90頁以下（岩波書店，1939），薬
師寺志光『日本民法総論新講上巻』214頁（明玄書房，1956），石井照久「会社の権利能力ー目
的による制限を中心としてー」法協76巻２号17頁（1959），我妻栄『新訂民法総則』155頁（岩
波書店，1965），五十嵐清ほか『民法講義１』107頁〔鍛冶良堅〕（有斐閣，改訂版，1981），鈴
木竹雄＝竹内昭夫『会社法』９頁（有斐閣，1981），鈴木竹雄『新版会社法』９頁（弘文堂，
全訂第３版，1991），石田穣『民法総則』169頁（悠々社，1992），船越・前掲注（47）404頁以
下など）・判例（大判明治36年１月29日民録９輯102頁，大判大正３年６月５日民録20輯437頁，
大判昭和16年３月25日民集20巻347頁，最判昭和27年２月15日民集６巻２号77頁，最判昭和30
年３月22日裁判集民17号711頁，最判昭和33年３月28日民集12巻４号648頁，前掲注（58）最判
昭和44年７月４日，前掲注（25）最大判昭和45年６月24日，前掲注（31）最判平成14年４月25日
など）は，法人が定款に定められた目的により権利能力の制限を受けると解している。その根
拠としては，①民法34条が法人は「定款その他の基本約款で定められた目的の範囲内において，
権利を有し，義務を負う」としていること，②法人はある目的のために組織され活動し社会的
作用を営むものであるから，その権利能力もその範囲に制限されること，③目的外の行為によ
り法人の財政的基礎を損なうことを防止し，法人が本来の目的のために財産を使用するように
図ること（ひいては，公益法人の場合には公益目的の実現を図り，中間法人・営利法人の場合
には構成員の利益を図ること）があげられている。なお，通説（例えば，石田文次郎・前掲
134頁，我妻・前掲157頁，五十嵐ほか・前掲107頁，船越・前掲406頁以下）は，法人の目的が
権利能力のみならず行為能力も制限すると解している。
（63）民法110条を適用（類推適用）するものとして，川島武宜『民法総則』112頁・123頁（有斐
閣，1965），福地俊雄「法人の能力と機関」谷口知平＝加藤一郎編『新民法演習Ⅰ』63頁
（1967），星野英一『民法概論Ⅰ』132頁（良書普及会，改訂版，1980），鈴木禄弥『民法総則講
義』77頁（創文社，1990），森泉章『新・法人法入門』99頁（有斐閣，2004），四宮和夫＝能見
善久『民法総則』113頁（弘文堂，第７版，2005）がある。
また，旧民法54条（現在の一般社団法人及び一般財団法人に関する法律77条５項・197条，
会社法349条５項・599条５項）により処理するものとして，柚木馨『判例民法総論上巻』319
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頁（有斐閣，1951），大森忠夫『会社法講義』16頁（青林書院，改訂版，1956），永井和之『会
社法』35頁（有斐閣，1996），浜田道代「会社の目的と権利能力および代表権の範囲・再考
（下）」曹時50巻11号25頁（1998），龍田節『会社法大要』54頁（有斐閣，2007）がある。
（64）前掲注（３）列挙の学説参照。
（65）悪意擬制説を主張するものとして，竹田省『商法の理論と解釈』４頁（有斐閣，1959），田
中耕太郎『改正商法総則概論』387頁（有斐閣，1938），田中誠二＝喜多了祐『コンメンタール
商法総則』161頁（勁草書房，全訂版，1975），大隅健一郎『商法総則』269頁（法律学全集，
有斐閣，新版，1978），重田晴生『現代商法Ⅰ　総則・商行為法』123頁〔永井和之ほか編〕
（三省堂，1986），鴻常夫『商法総則』231頁（法律学講座双書，弘文堂，全訂第４版補正２版，
1994），米津昭子「商業登記の効力」鴻常夫ほか編『演習商法（総則・商行為）』169頁（演習
法律学大系７，青林書院新社，改訂版，1976），山口幸五郎「商業登記の効力」星川長七ほか
編『商法総則・商行為法』162頁（法学演習講座第五巻，法学書院，改訂版，1977）などがあ
り，通説とされる。
（66）「会社の目的は登記事項であり（商188条２項１号〈現在は，会社法911条３項１号・912条
１号・913条１号・914条１号……筆者注〉），登記事項は，その登記公告後は善意の第三者にも
対抗しうるのであるから（商12条〈現在は，会社法908条１項〉），目的の範囲外の取引につい
ては相手方は常に悪意者として扱わることになるべきであるが（constructive notice），これ
を無視して，相手方が事実上善意である場合には目的外の行為を有効と認めうるか，甚だ疑問
である。……アメリカの統一事業会社法（1928年の Uniform Business Corporation Act ……筆
者注）でも，ultra vires の原則を廃止すると同時に（11条），constructive notice の原則を廃
止しているのであり（10条），わが商法（会社法……筆者注）が登記事項につき一般的に対抗
力を認めているにも拘らず，会社の目的についてだけ解釈上これを否定することは，理論的に
無理であろう。」などとして，「目的条項の意義を代表権に対する制限に引きなおそうというわ
が国の新学説は，解釈論として多くの難点を持っているだけでなく，立法論としても優れた立
場とはいいがたい。」と指摘するものとして，竹内＝大塚＝中島・前掲注（６）25頁以下。
（67）最判昭和49年３月22日民集28巻２号368頁。同様の判例として，社会福祉事業法27条２項
（現在の社会福祉法28条２項……筆者注）に，登記事項は「登記の後でなければ，これをもっ
て第三者に対抗することができない」との規定があるところ，社会福祉法人の理事の退任につ
き登記がされた場合には，その後その者が社会福祉法人の代表者として第三者とした取引につ
いては，客観的な障害のため第三者が登記簿を閲覧することが不可能ないし著しく困難である
ような特段の事情がない限り，民法112条の規定は適用されないとしたものがある（最判平成
６年４月19日民集48巻３号922頁）。
（68）鈴木竹雄『新版　会社法』11頁（弘文堂，全訂第２版補正版，1983）。なお，鈴木教授は，
悩んだ末に，「登記により確知しうる事項についても，行為者が相手方をあやまらせるような
行為をした場合には，いわゆる外観理論ないし禁反言の原則によって行為者の責任を認める商
法の規定があるので（42条・83条・159条・262条〈現在の会社法13条・354条・588条・589条
……筆者注〉），この原則を利用し，会社側に相手方をあやまらせるような行為があるとき会社
の責任を認めるというところで甘んずるのも一つの立場であろう。しかし，あるいはさらに一
歩を進め，目的外の行為をしたこと自体によって会社はその効力を否認する主張を制限される
にいたると言い切ることも考えられないではない。」とやや強引な解釈を展開されている（鈴
木・前掲11頁以下）。
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（69）鈴木教授が旧民法54条（現在の会社法349条５項・599条５項……筆者注）の適用を考えた
と指摘するものとして，浜田道代「会社の目的と権利能力および代表権の範囲・再考（上）」
曹時50巻９号13頁以下（1998）。
（70）浜田・前掲注（63）28頁以下。
なお，商法12条（現在は，会社法908条１項……筆者注）に関し，服部教授は，「登記は公の
制度としてこれを尊重することを要し，登記の対抗力の例外を広く認めるべきではないけれど
も，通説のように正当の事由を極端に厳格に解するのも妥当でないのである。したがって，こ
れを弾力的に解し，登記に優越する事情や外観が存在する場合には，正当の事由に該当するも
のと考えて差支えない。」とされ，「商法42条（現在の会社法13条……筆者注）や262条（現在
の会社法354条……筆者注）が登記以外の表見的事実を特別に保護している場合には，これら
は右の正当の事由に該当するものと認めなければならない。したがって，たとえば甲を支配人
として登記しているにもかかわらず，乙に本店または支店の営業の主任者たるべき名称を与え
たときは，42条（現在の会社法13条……筆者注）により，登記されている甲が支配人であって，
登記されていない乙は支配人でない旨を善意の第三者に対抗しえない。かかる趣旨を推及すれ
ば，当事者が登記と矛盾するような外観ないし表見的事実を故意または過失によって作り出し
たときは，登記をもって善意の第三者に対抗しえないとなすべきであろう。そのほか，たとえ
ば取引の折衝中に突然合名会社の代表社員が解任され，解任登記直後にその代表社員との間に
取引が成立したような場合にも，正当の事由が存在するといえるであろう。」とされる（服部
栄三『商法総則』486頁（青林書院，第３版，1983））。また，浜田教授も，「商法12条（現在は，
会社法908条１項……筆者注）は，第三者が常に必ず取引の度に登記簿を見ることを要請して
はいないし，第三者の悪意を擬制しているということもない。同条の主な狙いは，未登記のま
ま放置している登記義務者を不利に扱うことによって，彼らが進んで登記を申請することを促
し，もって公示主義を機能させることにある。登記をすれば，事実をもって対抗できるという
原則に復帰するのみであり，したがって外観信頼保護規定等の適用を妨げることもない。」と
して，外観信頼保護規定の適用を肯定する（浜田・前掲29頁以下，なお，詳細に浜田教授の見
解を論じたものとして，同「商業登記制度と外観信頼保護規定（一）」民商80巻６号660頁以下
（1979），同「商業登記制度と外観信頼保護規定（三・完）」民商81巻２号33頁以下（1979）参
照。これと同旨の見解として，龍田・前掲注（63）54頁）。傾聴に値する見解であり，こうした
見解が通説・判例の地位を獲得した時，浜田教授がいうところの「安住の地」から踏み出す素
地ができるといえよう。
（71）柳川・前掲注（７）。
（72）竹内・前掲注（１）46頁。
［付記］ 本稿は，平成18年度専修大学研究助成による研究成果の一部である。
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